
東京都地方独立行政法人評価委員会  

令和６年度第１回試験研究分科会 議事録  

  

  

１．開催日時：令和６年７月３日（水）８：５６～１１：３７  

  

２．開催場所：地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター本部  

５３１会議室 

 

３．出席委員：鈴木委員、大橋委員、桑田委員、豊田委員、宮川委員  

  

４．議題：令和５年度業務実績報告 

 

５．議事： 

 

午前８時５６分 開会 

 

【事務局】  本日はお忙しい中、ご出席いただきまして誠にありがとうございます。事

務局を務めさせていただきます東京都産業労働局商工部の橘田と申します。分科会長に司

会を引き継ぐまで、進行を務めさせていただきます。 

 分科会の開催に先立ちまして、ご出席の皆様をご紹介させていただきます。まず資料の

名簿順に委員の皆様をご紹介いたします。 

 分科会会長の鈴木哲也委員です。 

 大橋玲子委員です。 

 桑田薫委員です。 

 豊田国寿委員です。 

【豊田委員】  今回初めて参加させていただきます。日刊工業新聞の豊田です。これま

での産業界の取材経験を生かして、皆さんのお役に立てるように、頑張っていきたいと思

います。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  宮川容子委員です。 
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【宮川委員】  宮川です。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  次に、東京都立産業技術研究センターの出席者をご紹介いたします。 

 黒部篤理事長です。 

【黒部理事長】  よろしくお願いします。皆様方、暑い中、ありがとうございます。 

【事務局】  角口勝彦理事です。 

【角口理事】  角口です。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  三尾淳理事です。 

【三尾理事】  三尾でございます。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  片桐企画部長です。 

【片桐企画部長】  片桐です。よろしくお願いいたします。 

【事務局】  川久保総務部長です。 

【川久保総務部長】  川久保でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

【事務局】  続きまして、事務局を代表し、東京都産業労働局商工部技術調整担当課長

の永島より一言ご挨拶させていただきます。 

【永島技術調整担当課長】  皆様おはようございます。私、東京都産業労働局商工部で、

技術調整担当課長をしております、永島と申します。本日暑い中、またお忙しい中、この

ような形でお集まりいただきまして、誠にありがとうございます。 

 令和６年度の第１回分科会ということで、本日は当会場のほうと、あとはオンラインで、

大橋委員をおつなぎいたしまして、実施をさせていただいております。 

 本会の開催に当たりまして、一言ご挨拶申し上げたいと思います。ご案内のとおりでご

ざいますけれども、エネルギー原材料の価格高騰と金利動向、あとは急変する円相場、そ

ういった中小企業、スタートアップを取り巻く社会経済情勢は、日々目まぐるしく変化を

しているところでございます。 

 グローバルな視野で、アンテナを高く張って、様々な課題にアジャイルに対応していく。

こういったことが一層求められていく中で、東京都立産業技術研究センターは、産業を担

う東京の中小企業を科学技術で支えるという使命のもと、都と密接に連携を図りながら、

技術相談、共同研究など、非常に多岐な分野中小企業のものづくりを力強く支援する取組

を進めてございます。 

 本日この後、委員の皆様には、令和５年度業務実績につきまして、産業技術研究センタ

ーからご報告をさせていただきます。 
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 令和５年度は、第四期中期計画３年目でございます。産業技術研究センターが、中小企

業の皆様のニーズに沿った適切、的確な支援を行いまして、そして東京の産業発展寄与を

図るためには、その達成状況を検証しまして、そこで明らかになった課題等をフィードバ

ックし、そして、新たな取組に反映させていく必要がございます。 

 本日皆様からいただきます貴重なご意見は、この後、知事の行う業務実績評価にも反映

させていただきまして、産業技術研究センターの今後のさらなる発展につなげてまいりま

す。 

 皆様には貴重なお時間をいただき、大変恐縮ではございますけれども、こうした趣旨に

鑑みまして、ぜひ忌憚なきご意見を頂戴できればというふうに考えてございます。 

 以上、簡単ではございますけれども、私からの挨拶とさせていただきます。本日はどう

ぞよろしくお願いいたします。 

【事務局】  開会にあたり、事務局より本分科会の委員定足数についてご報告いたしま

す。東京都地方独立行政法人評価委員会条例第７条第３項及び第５項では、分科会は委員

の過半数の出席で開催できるものとされております。分科会委員の皆様、全員で５名です

が、本日、会場でのご参加の委員は４名、Ｗｅｂでのご参加の委員は１名、合計５名の委

員にご参加をいただいておりますので、本分科会は有効に成立していることをご報告させ

ていただきます。 

 それでは早速ですが、第１回分科会を始めたいと思います。 

 鈴木分科会長、進行をよろしくお願いいたします。 

【鈴木分科会長】  鈴木でございます。よろしくお願いいたします。 

 ただいまより東京都地方独立行政法人評価委員会令和６年度第１回試験研究分科会を開

催いたします。 

 まず議事に入ります前に、本分科会は公開となっており、議事録についてもホームペー

ジにて公開となりますことをご了承願います。 

 それでは早速議事を進めてまいります。なお説明資料につきましては、画面共有させて

いただきます。 

 本日の審議事項ですが、令和５年度の業務実績報告、産業技術研究センターの業務実績

の適正な評価に向け、皆様どうぞよろしくお願いいたします。 

 では初めに事務局から配付資料と、会議の進め方について説明をお願いします。 
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【事務局】  それでは配布資料について、まずご説明させていただきます。資料は全部

で５点ございます。 

 資料１、地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター業務実績等報告書。資料２、

業務実績報告書（ダイジェスト版）。資料３、評価結果反映方法書。資料４、評価の進め

方について。資料５、試験研究分科会スケジュール。なお、資料２から資料５は一つのＰ

ＤＦにまとめております。 

 また、委員の手持ち資料が１点でございます。事業報告書（概況）になります。そのほ

か、参考資料といたしまして、全部で３点ございます。事業案内、活用事例集、文京区企

業の事例集になります。不足の資料ございませんでしょうか。 

（「なし」の声あり） 

【事務局】  続きまして、審議の進め方についてご説明させていただきます。 

 まず、令和５年度の業務実績について産技からご説明していただき、その後、質疑応答

を行います。 

 最後に、評価の進め方や今後のスケジュールについて、東京都から説明させていただき

ます。 

 事務局からの説明は以上でございます。 

【鈴木分科会長】  それでは審議事項といたしまして、地方行政独立法人東京都産業技

術研究センター令和５年度業務実績報告について、産業技術研究センターから説明をお願

いいたします。 

【黒部理事長】  皆様、おはようございます。都産技研理事長の黒部でございます。よ

ろしくお願いいたします。 

 この私の概況説明の後に、全部で２０項目の業務実績詳細報告、詳細と言いましても、

まだ概要ですけれども、がございます。かなり多岐にわたっていますので、全体をまずは

俯瞰していただくという形で、私のほうから前座でご報告したいと思っております。 

 まず先ほどもご紹介がありましたけれども、今、第四期の中期計画期間でございまして、

中期計画として、技術支援と研究開発と運営という形で大きく三つを挙げております。 

 内容的には、最終的に中小企業のビジネスに貢献していくというのが目的ですので、こ

の後ご報告する内容の中でも、特にＫＰＩとされているものに関しては、実際に事業化さ

れたとか、製品化されたなどの数が含まれておりまして、我々が行った技術支援の数とい

うのも勿論ありますけれども、それだけではございません。 
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 それからもう一つ資料をご覧になるときに頭の中に入れていただきたいのは、今、第四

期中期計画の３年目ということです。各々の計画値は中期計画期間である５年間に対して

設定していますので、３年目というのは５分の３、つまり期間全体としての達成率として

は６０％というのが、標準的な指標になるということでございます。 

 まずは都産技研の全体の概要についてです。事業全体をどれだけの人数をかけてやって

いるかということですけれども、職員数としては３４２人、研究職としては２７１名とい

う規模でございます。いわゆる公設試としては最大規模だというふうに思います。 

 それから２０２３年度の新卒採用としては１２名を採用させていただいております。職

員の平均年齢は４２．４歳、それから比率で言いますと女性職員数は２６％、うち女性管

理職１５％、それから女性の研究職数が２１％程度で、母数となっている理系の女子学生

比率に比べると、やや高いぐらいの感じだというふうに理解しております。博士数は４６％

と比較的高い数値になっております。 

 トータルな予算の大きな割合は、標準運営費交付金と言われているものと、特定運営費

交付金という二つのパートが占めています。後でご紹介しますプロジェクト型支援は、こ

の特定運営費交付金の中で賄われているものでございます。 

 次のスライドは、具体的な支援事業の全体像を示しております。イメージをまず持って

いただきたいので、書かれている数字は概数でお示ししています。まずは技術支援です。

広い意味での技術支援で言いますと、年間約１万社弱程度のお客様にサービスを提供して

います。内容的に言うと技術相談、それから、我々の研究員が、お客様からサンプルをい

ただいて測る依頼試験です。さらにお客様が直接機器を使うという機器利用があります。

これらの依頼試験と機器利用はメニュー化されております。メニューの中身は毎年見直し

ておりますけれども、全部でここに書かれている項目数ぐらいのメニュー数（依頼試験９

２１項目、機器利用５７０項目）があるということでございます。 

 それからオーダーメード型技術支援といいますのは、実際に技術相談をさせていただい

て、お困りの内容をお聞きして、その場合でしたらこれとこれを我々として支援できるの

で、いかがですかというような形で行う技術支援もございます。そのほか、技術セミナー・

講習会も行っておりまして、これらをまとめて我々は技術支援という言い方をしておりま

す。 
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 そのほかに、先ほどご説明しましたけれども、プロジェクト型支援というものがござい

まして、これは新産業創出支援という分類と社会的課題解決支援という分類で、昨年はト

ータルで七つのプロジェクトを実行しました。 

 右上のところにあります研究開発は、聞き慣れない言い方かもしれませんけれども、３

種類に分けております。基盤研究と申しますのは、いわゆる経常研究というか、自前研究

といいますか、我々の中で行っている研究開発です。それから共同研究といいますのは、

主に中小企業様と共同研究を行って、我々の中で培った基盤研究の成果を中小企業様にト

ランスファーしていくというのが主な目的になっております。 

 三つ目の外部資金導入研究に関しては、外部から資金を獲得することが大事な目的の一

つではあるのですけれども、それだけではありません。例えば我々が行っている基盤研究

が対外的にもきちんと評価されていますかとか、あるいは大きな外部資金研究を取りに行

くときに、中小企業、あるいは大学と一緒に我々も入って、資金を取りにいくということ

で、連携した形で研究開発を加速する一つの方法というふうにも捉えております。そのよ

うな意味でも外部資金導入研究を推進する意義があると考えております。 

 そのほか地域支援ということで、五つの支所を持っております。 

 それから、新事業展開支援という言い方をしていますけれども、中身は交流連携と海外

展開でございます。様々な連携を行っております。また、ここ本部の３階に製品開発支援

ラボというのを所有しておりまして、多摩テクノプラザのラボも含めて全部で２３社の入

居企業様がいらっしゃいます。 

 海外展開するときには、技術的に求められる要求は国ごとに違いますので、それを満た

しているかどうかとかいうご相談をいろいろ受けております。 

 次のスライドでは、２３年度のサマリーを書いています。依頼研究、機器利用の利用件

数に関しては、５年間の計画の期間進行率で大体５９％に達しています。実は、最初はコ

ロナ禍の影響でかなり落ち込んでいるのですけれども、それが上がってきていて、ちょう

ど６０％に近づいているということで、そういう意味では順調だというふうに考えており

ます。 

 それからオーダーメード型技術支援は、実際に製品化・事業化された件数を指標にして

いますけれども、ちょうど６０％まで達しています。 

 研究開発については、基盤研究はいわゆる自前研究というふうに先ほど申しましたけれ

ども、それが次のフェーズに展開し、例えば外部資金を導入しましたとか、共同研究にな
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りましたという基盤研究の展開件数が、ＫＰＩになっていまして、６３％となっています。

それから、実際に、共同研究を経て、その後、製品化・事業化されましたという件数をＫ

ＰＩにしていますけれども、６８％という値で順調に推移しているという感じです。 

外部資金導入研究に関しては、我々が思った以上に成果が出ているという感じでござい

ます。 

 そのほか、ＫＰＩ的な数字で言いますと、新事業展開支援の中の海外展開の促進という

項目があります。これは円安が後押ししているのかどうか分かりませんけれども、支援し

た結果実際に海外展開した件数は、５年間の目標にしていた件数をすでにオーバーしてお

り、１１５％という達成率になってございます。 

 この後のスライドでは、ざっと具体的な内容を少しだけご紹介します。依頼試験と機器

利用ですけども、依頼試験は１２．１万件、それから機器利用は１５．３万件です。先ほ

ど技術支援メニューを作っていると言いましたけれども、一つのメニューが１件ですので、

一人のお客様が複数個の件数を扱うことも多いです。ここに挙げてあります写真は、具体

的に依頼試験で使っている装置や、機器利用で使っていただいている装置です。内容の説

明をしますと時間を要してしまいますので、申し訳ありませんが、見ていただくだけとさ

せていただきます。依頼試験と機器利用の合計利用件数については、過去の実績をみると

２０２１年はやはりコロナ禍で落ち込んでいました。これが上がってきていて、そういう

意味では順調に来ているというふうに理解しています。 

 また、これらの支援を実行するためには、機器を整備しないといけません。そういう意

味で、ここに書かれているような古くなった機器を更新したりとか、新しいものを購入し

たりしております。 

 オーダーメード型技術支援についてですけれども、件数としては全部で６０７件実施し

ておりまして、その中で実際に製品化・事業化にたどり着いているという案件については、

ここに書いているとおりで２２件です。 

 指標としては実際に製品化・事業化された件数としています。製品化・事業化するかど

うかは経営としての判断が入ってきますので、我々としては、いかんともし難い部分があ

るのですけれども、一応結果として、順調に推移しているというふうに理解しております。

事例には、防カビ施工剤の例を挙げています。これは、最初は依頼試験という形で始まっ

ていて、その後、オリジナルのセミナーを開催しております。 
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 それから基盤研究と共同研究です。先ほども言いましたけれども、基盤研究からの展開

件数は３２件と、順調に推移していると思っております。 

 次は共同研究からの製品化・事業化についてです。これも支援後にお客様に製品化され

たかどうかを聞いているわけですけれども、それがなかなか大変で、やきもきしましたが、

一応順調に進んでいるということを確認できました。 

 ここに実際の例を二つお示しします。共同研究からの製品化支援事例の一番目の例は、

土壌の水分センサーです。土壌水分センサーというのは、海外製品がほとんどのようです

が、海外では、土壌の水分が日本みたいに高くないらしいんですね。そういう意味で、高

い含水率用のセンサーの開発をお手伝いしましたというのが最初の例です。 

 ２番目は、ストローサポートです。ストローというと脱プラスチックという点もあるの

ですけれども、実際には、ハンディキャップを持ったお子様などは、なくなると困るとい

う話もいただきまして、それで先ほどの基盤研究から研究を開始したものでございます。

実際にハンディキャップを持っているお子様などが、どのようなことにお困りかというこ

とについてインタビューを実施して、ストロー補助具を３種類開発しました。これを製品

化していただける企業様がいらっしゃって、ようやく製品化されて我々としても喜んでい

るところです。 

 次のスライドは、外部資金導入研究に関してで、ここに記載していますのは、実際にい

ただいている額です。第四期中期計画以降、かなり高いところに到達しています。もう一

つ、どちらかというと、こちらが大事かなと思っているのですけれども、新規採択件数で

す。今期に入り、コロナ禍のときに大分落ちましたが、その後持ち直して順調に推移して

いると感じています。 

 トータルな件数としてはこのような感じで、２０２３年度は、昨年を上回る勢いで採択

できたと思っています。 

 内容的に、一番数が大きいのはいわゆる科研費です。科研費は、それほど額は大きくな

いのですけれども、ただ科研費に採択されたということは、外部から我々の自前研究が評

価されたということになりますので、大変意義があるというふうに我々は思っております。 

 ここから、プロジェクト型の支援について簡単にご説明します。 

 プロジェクト型支援としてここに挙げています中小企業の５Ｇ・ＩｏＴ・ロボット普及

促進事業でございますが、これは２３年度が最終年度でした。これは２０２０年度から始

まっている事業です。 
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 この会場にも「ＹＵＲＡ」という製品化された事例を展示してありますけれども、結果

だけを言いますと、本事業期間中に既に８件の製品化・事業化を達成しておりまして、そ

ういう意味では非常に良かったなと思っています。もちろん本事業が終了した後にも、製

品化されていくものがどんどん増えていくというふうに理解しております。 

 それから、逆に２０２３年度に始めた事業というのがございまして、それは、「サーキ

ュラーエコノミーへの転換支援事業」です。サーキュラーエコノミーは、盛んに言われて

いますけれども、中小企業の皆様がどんな形で参入できるのかというのはなかなか難しい

部分もあるかなと我々は思いました。 

 そこで特に中小企業様が持っていらっしゃる強い技術をどういうふうに使ったら、サー

キュラーエコミノーに貢献できるかという形のナビゲーションマップというものを作りま

して、２月１日には、サーキュラーエコノミーへの展開に向けたセミナーを開催しました。

そのせいか、提案公募型共同研究も、その後すぐに募集を始めていますけれども、相談件

数としては２５件という、それなりの数が集まったなと理解しております。これは今年度

も継続して進めるプロジェクトです。 

 それから先ほど言いましたけれども、新事業展開支援という中で、中小企業の海外展開

支援を行っております。これは件数も順調に増えておりまして、我々が予想した以上に、

海外展開の支援ができていると考えています。具体的な支援ですと、ＲｏＨＳだとか、Ｃ

Ｅのマーキングだとか、そういうことで、実際に中小企業様が行う部分について、いろい

ろと情報を差し上げるということをしております。 

 それから、実は我々は、バンコク支所というのを持ってございます。中小企業振興公社

様も、バンコクに事務所を構えておりますが、現時点では場所が離れていて、なかなかう

まく連携するというのができていなかったという部分もございました。一つの理由にはも

ちろんコロナ禍でというのもあるんですけれども、これはよろしくないということで、い

ろいろな情報は中小企業振興公社様がお持ちのところもありますし、相談をしている間に、

技術的な内容なども入ってきますので、一緒にご相談を受けるという方向で進めたところ、

実際に技術相談の数が増えております。 

 それから現地での技術セミナー開催に加え、「ＭＥＴＡＬＥＸ」という工作機械や金属

加工関連の国際見本市、これはアジアの最大規模だと思いますけれど、これにも参加を再

開したということでございます。そこに日本の中小企業様が出られたりして後押ししてい

ます。 



9 

 それから実際にタイでの製品化・販売をするというご相談があって、これは国内にいる

ときから先ほどの海外展開支援が始まって、向こうに行ってからもアドバイスをいろいろ

とさせていただいて、実際、タイでの事務所開設に貢献したという内容もございます。 

 あと情報発信関係です。我々は「ＴＩＲＩ ＮＥＷＳ」というのを発行しているのです

けれども、画像が小さくて恐縮なのですけれども、左側に、「ＴＩＲＩ ＮＥＷＳ」のユ

ーザー層と書かれています。調べてみますと、ユーザー層として、５０代以上が多くて、

中堅層とか、若い人たちが少ないので、そこへの浸透も考えなければいけないということ

で、ＳＮＳの「ｎｏｔｅ」というのを導入して、これを展開し始めております。 

 その他、東京都主催のイベントにも出展させていただいております。 

 さらに情報発信の推進ということで、プレス発表もさせていただいております。２０２

３年度は２４件でした。もう少しアクティビティを上げてもいいかなと私自身は思ってお

ります。 

 それから運営に関する内容ですけれども、これはなかなか内部の話ですので、いろいろ

ご説明するのが難しいところもあります。 

 まず職員の確保・育成ですね。採用活動というのは、今、人手不足ということもあって、

なかなか難しいのですけれども、去年、ダイレクトリクルーティングを採用しまして、直

接ご興味のありそうな学生さんのところに、都産技研はいかがですかというようなメール

でアクセスすることを行いましたら、かなりヒットして、それをベースにして見学に来て

いただくということもありました。 

 それから、人事委員会の勧告を踏まえて、給与改定をしました。実際には初任給を１万

円引き上げました。実は、独法化して、初めて給料を上げました。 

 それから「入所３年目の発表会」というのを始めました。入った後、育成をしていかな

ければいけないのですけれども、３年間はチューターがつくという仕組みになっています。

しっかりと育っているよということを、我々としても確認したいということで発表会を行

いました。これの良かった点は、３年目の方々にとっては、もちろん、自分の仕事をまと

めるというチャンスがあるのと、もう一つは、ほかの部署の研究員の方も、この発表会に

来ていただいて、非常に横連携が良くなったと聞いております。 

 その他、クラウド電話の導入や、有識者との意見交換会なども開催しております。 

 そのほか、ＤＸの推進という形で、スマホアプリの開発とか、電子ロッカーの活用など

もしております。 
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 それからＳＤＧｓ関係では、エネルギー使用量の削減ということで、省エネ法の事業ク

ラス分け評価制度というのがあるのですけれども、７年連続で最上位の評価を獲得してい

ます。記載してありますように、いろいろな工夫をして、省エネに努めております。 

 さらに既にご案内していますけれども、ゼロエミッション化ということで、屋上に太陽

光発電システム（ＰＶ）を置こうとしていますとか、室内照明をＬＥＤ化しようとかとい

うことを今、計画しておりまして、そのための準備を終えたところでございます。 

以上でございます。 

【三尾理事】  それでは、各項目につきましてダイジェスト版を使って説明をさせてい

ただきたいと思います。お手元の資料を、１枚目、私のほうから、まず三つほど説明させ

ていただいた後、順次担当ごとにご説明いたします。 

 全部で２０項目ございますけれども、それぞれの項目のスライドで、項目の番号の下に

は、その項目で何を行っているのかという説明を簡単に示してございます。それからＫＰ

Ｉとして掲げられている数値があるものについても、ここに表示してございます。 

 スライドの上の枠の左には、２０２３年度の年度計画でどういうことを行おうと決めた

内容を簡単に説明してございます。その右側に、それに対応するように、実施状況につい

て書かせていただいております。 

 そのうち、特にご説明したい、評価していただきたい詳細事例を、中央の段に図表で示

しております。最後に我々としての自己評価、こういうところを私どもとして評価してお

りますという内容の自己評価の表を最後に示しております。この順番に従って、項目ごと

に説明いたします。 

 項目１番の技術相談でございますけれども、まず一番上のところで、相談の実施率、デ

ジタル媒体を用いた相談の実施率の目標値として５０％以上とございますが、これは年度

だけではなく、最終年度、第四期の最終年度に５０％まで増やしますというＫＰＩになっ

ております。それに対して年度計画実施状況でございますけれども、技術相談としては５

万９，０００件実施いたしました。これは前年度より若干減っておりますが、４％程度の

減少でございますので、これは変動の範囲内と考えております。 

 相談事例の１として、サニタリーショーツの性能評価ということで、一番左の写真でご

ざいますが、技術相談で、お客様からご相談を受けるわけですけれども、通常、依頼試験

とか機器利用に、いきなりこれを行いたいというふうにお客様から来られることはそれほ

ど多くなく、やはり、まず最初はこんなことに困っているのだけど、というご相談から入
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ります。このケースの場合も、どういう試験を行ったらよいか分からないのだけれども、

こういう評価ができないかとか、こういうところで困っているというところを我々の方で

ご相談を受けて、歩行用の、歩行動作型のダミーというものを使った試験をしてはいかが

でしょうかということを提案した事例でございます。これによって、お困り事を解決でき

たという例でございます。 

 実施状況２番目は、利便性向上の取組として、製品強度試験の問合せフォームを導入し

たという内容です。強度試験というのは一般的に決まった試験片で行うことが多いのです

けれども、実は私どもは、製品そのものについて、どれぐらい丈夫かということを直接調

べることも行っておりまして、その場合は、お客様の製品によってまったく形が違います

ので、その試験機にどうやってセットしたら良いかというのを、都度お客様とやり取りし

なければいけません。そのやり取りを簡略化する、あるいはお客様に分かりやすくするた

めに、Ｗｅｂフォーム上で、どういったやり方がありますよというご紹介をするというこ

とを始めております。 

 それから３番目は、総合支援窓口というお客様対応の入り口がございますが、こちらで、

特に所内の職員向けのチャットボットを開始しましたという内容です。お客様とのチャッ

トボットは、これからを計画しています。相談窓口というのは、実は、所内の職員ともか

なりやり取りがございます。やはり、試験の料金の徴収の方法ですとか、契約手続の仕方

とか、都度都度、お客様との間を取り持つことをやらなければいけないということで、今

回導入した職員間でのチャットボットによって、やり取りが半減したという成果を得てお

ります。 

 この技術相談での追加項目としましては、能登半島地震に対して、震災復興技術支援と

いうものを２月より開始しております。これは事業活動に影響を受けた地域の中小企業様

を対象に、試験料金等の５０％減免を行うという内容です。東日本大震災や熊本地震のと

きも同じような支援を行っております。 

 一番下でございますが、自己評価の説明として、利用者アンケート毎年実施しておりま

すけれども、技術相談によるお客様の目的達成度という項目がありまして、これは９６％

という非常に高い水準を維持しております。また、お客様だけではなく職員向けにもデジ

タルを活用した利便性向上ですとか、お客様から職員向けといったようなこういった取組

を新たに実施しているということ、それから震災復興支援を開始したということ、これら

を踏まえまして自己評価をＢとしております。 
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 次に、項目２番の依頼試験、機器利用でございます。 

 こちらのＫＰＩといたしましては、第四期中期計画が終わる時点で、トータル１３０万

件という設定がされております。これは平均しますと１年で２６万件になるのですけれど

も、先ほど理事長より説明がございましたように、コロナ禍の影響によって２０２０年、

２０２１年度が若干少なめに推移したということもございまして、昨年度から年間の目標

値は２７万件と、少し多めに、平均より多めに設定してございます。 

 これらについての実施状況ですけれども、依頼試験、機器利用による技術課題の解決の

例としては、竹の歯ブラシがございます。製品を会場の後ろのほうにてご紹介させていた

だきましたけれども、竹ペレットとポリ乳酸を使ったサステナブルな歯ブラシです。この

ケースでは、ペレットそのものの熱特性を我々が測定をすることによって、どういった射

出成形の条件で、これを作り出せばよいかと、通常の樹脂とやっぱり条件が変わってまい

りますので、そういったところをご支援させていただきました。 

 もう一つは、機器利用の例でございますけれども、ポータブル熱分析装置のプローブと

いう部分、こちらの試作のときに、材料選定ですとか、形状試作を３Ｄプリンタなどで支

援しております。このプローブは、ガスクロマトグラフの、事前に樹脂類を加熱して分解

するような部分ですけれども、これを装置から切り離して、ここに試料をセットして、こ

の小さなポータブル型のガスクロマトグラフに、分解ガスを導入すれば、すぐに現場でも

測定が可能というような装置でございまして、これは全国の科学捜査研究所のほうで採用

が決定されたということを聞いております。 

 また実施状況の３番目は、多摩テクノプラザにおいて行っている機器利用の空き状況な

どを得られるような情報提供について、数を増やしたというところがございます。 

 また試験所認定というのがございまして、ＪＣＳＳという校正事業者認定の制度がござ

いますが、新たに電気、それから長さというところで項目を追加いたしました。 

 全体の利用実績については、先ほど理事長より説明いただきましたとおりでございます。 

 自己評価の説明といたしまして、試験所認定においては、新たに「電気」「長さ」を追

加したのですけれども、そのうち、「長さ」についての２項目は、国内で初の事業所認定

となっております。 

 ２番目、利用可能な装置を自動判定する予約システムの対象が前年度比５倍に拡大して

おります。２０２２年度に２機種で始めたのですけれども、昨年度は１１機種まで増やし

たというところでございます。 
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 こちら、項目２番の依頼試験、機器利用については、これらを踏まえまして、自己評価

をＡとさせていただいております。 

 続きまして、項目３のオーダーメード型技術支援でございますけれども、こちらは第四

期中の累計目標値が１２０件というＫＰＩを設定してございます。つまり年間平均で２４

件ずつ行っていけば１２０件に達しますということです。３０件、２０件、２２件と、年

によって若干ばらつきがございますけれども、平均的には、ちょうど２４件になっている

ということで、このまま進行すれば、最終的な５年間の目標値には達成するだろうと我々

としては考えております。 

 主な実施状況でございますけれども、実施事例ですとか、お客様の声を具体的に記載し

たＷｅｂページというものをつくって、利用促進を図っております。 

 オーダーメード型技術支援全体の実施数としては、６０７件ということで、前年度から

若干少なくはなっておりますけれども、変動の範囲かなと思っております。 

 オーダーメード型技術支援を利用した製品化・事業化については、目標をほぼ達成して

いる状況にはなっております。事例として、先ほど少し説明がございましたカビ取りの例、

こちらは依頼試験で実施した後、オーダーメードセミナーという形で、これらの技術解説

を現場の皆様に提供したという事例でございます。 

 それから２番目が旅行用洗剤で、本会場の後ろのほうにも展示してございましたけれど

も、コンパクトなスプレータイプの洗剤になっておりまして、これを旅行時に持ち歩いて

汚れたところに吹きかけて、あとシャワーとかでさっと流すと、皮脂・ペンの汚れとか、

しょうゆの汚れとかを取れるというような製品でございます。製品化に当たって、やはり

定量的な評価をしなければいけないということで、人工汚染布という人工的に汚れ具合を

変えた布というものを用意しておいて、その布をどれぐらいきれいにできるかということ

で定量化していくというような手法で、お客様の製品の評価に役立てていただいたという

事例でございます。 

 それから事例の３番目は、目に対して、低刺激ディスプレイの開発ということで、スラ

イドの画像がちょっと小さくて見づらいのですけれども、画像右側に支援品でありますお

客様のほうで開発しているディスプレイ、モニターディスプレイのようなものがありまし

て、バックライトから透過した光を我々目で見ているのですけれども、蛍光灯などが映り

込んでしまうとやっぱり見えづらいんですよね。そういったところを評価するというよう



14 

な仕組みでございまして、少しややこしくはなりますけども、直接光型と反射光型の差異

というものを検証したという事例になっております。 

 自己評価の説明でございますけれども、利用者アンケートの結果、お客様の目的達成度

というのが９３％と非常に高い水準を維持しております。また、持ち込まれた課題に応じ

た試験方法の提案、あるいはセミナー開催などを柔軟に行いまして、製品化、あるいは人

材育成といった内容に貢献したということ、オーダーメード型技術支援から２２件が製品

化・事業化ということで、こちらの自己評価はＢとさせていただいております。 

 以上が項目３までのご説明になります。 

【角口理事】  続きまして私のほうから、基盤研究、項目４のところから項目９まで、

説明をさせていただきます。 

 この基盤研究ですけれども、これは先ほどちょっと説明がありましたけれども、自前の

研究ということで、要は中小企業の皆様の課題の解決、あるいは中小企業の皆様に製品化

してほしい技術シーズの探索、こういったことを研究者自らがテーマ設定をして行ってい

く、そういう研究でございます。その基盤研究の成果を基に、例えば企業様との共同研究

に結びつけたりですとか、あるいは基盤研究の成果を技術支援のメニューの中に取り込ん

で、それで支援することによって、企業様の製品化に結びつけたりですとか、あるいはそ

の基盤研究の成果をもっと深掘りするための研究に関して、外部の研究資金の獲得に結び

つけたりですとか、そういった発展的な展開事例として、第四期中期計画期間内に１３５

件を挙げるというのが目標として掲げられております。 

 この１３５件ですけども、５年間に直しますと、年間当たり２７件が一つの目安になっ

ております。この真ん中のグラフにあるように、２０２２年度は２７件に対してと２２件

と、ちょっとマイナスだったわけですけれども、２０２３年度に３２件という実績を上げ

ております。この結果として、この中期計画２１年度からの３年間で、目標達成率６３％

まで回復したということでございます。企業研究からの成果展開事例の一つとしてこのリ

ストウィナーがあります。何か野球のミットみたいなものを挙げてあります。この製品に

は、積層造形の技術を活用しています。３Ｄプリンタでつくると、やっぱりどうしても強

度が足りないですとか、あるいは表面が精緻なところは難しいといった課題があったので

すが、それをこの基盤研究で、より高強度かつ高精細に造形が可能な技術というものを編

み出しまして、その技術を使っております。このリストウィナーというのは、何かという

と、これを手で握って水の中につけて、手首固定して水の中で揺らすことで、手首を鍛え
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るといったものです。こういうものを作りたいという企業様があって、この形を３Ｄデー

タに起こして、それでこの基盤研究に基づいた積層造形の技術を使って、いろいろなサン

プルを作って、その結果、製品化に結びつけたという事例でございます。 

 このような事例を、このような成果を基に、３２件までアップさせたというのが２０２

３年度の成果でございます。 

 あと、この基盤研究の中では、ここに協創的研究開発と記載してあります。これは、理

事長が設定したテーマが幾つかあり、その中のテーマを見て、分野の違う研究者が共同で

開発に当たるという、そういう研究でございます。その研究、ここ数年やってきているの

ですが、ずっとサーベイしていくと、例えば２０２３年度であれば、ここに書いてあるメ

カノクロミック材料に関する研究があります。この材料は圧力をかけると色が変わるので

す。また、その色が変わった後にアルコールで拭くと元の色に戻るという、そういう性質

を持った材料でございます。この材料の研究をずっとこの協創的研究の中で行ってきたの

ですが、その研究者が名古屋大学で表彰を受けました。また、その研究成果を論文に発表

したところ、論文誌の掲載号にカバーアートとして選出されたというように、非常に注目

度の高い研究になっているということが一つの成果としてありました。 

 それから、メカノクロミック材料の研究も含めて、基盤研究を基に学会等で発表した成

果については、２０２３年度に２８９件となっておりまして、２０２２年度はちょっと突

出して多かったのですが、その前年度当たりと比べると同等ぐらいの成果だということに

なります。 

 ということで、２０２３年度の評価といたしましては、前年度に比べて、基盤研究から

支援事業、共同研究等へ発展した件数を大きく伸ばしたということで、Ａ評価というふう

にさせていただいております。 

 それから項目５の共同研究ですけれども、これは企業様と共同で製品開発を行っていく

ものでございます。２０２３年度は前年度に比べて１年あたり１９件ということで、大き

く１５件から伸ばしているということになります。 

 ＫＰＩは５年間で７０件になっていまして、年間で１４件が平均的なペースですが、そ

れに対して１９件と大きく伸ばしたというところがあります。 

 その共同研究に基づく製品化・事業化の事例として幾つか挙げていますが、まず一つ目

は腐食過程可視化装置です。お客様の製品の中には、表面を加工したり、表面に塗装した

りとかいったようなものがあり、そのサンプルを持ってきて、どれぐらい腐食に耐えられ
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るかというのを調べる試験があります。ここに書いているのは塩水噴霧という塩水をずっ

と吹きつけていって、その表面がどういうふうに腐食していくかというのを、長時間にわ

たってずっと吹きつけながら調べるというもので、お客様から腐食の途中の過程が見たい

というニーズがありました。途中の過程を見るためには、従来のものですと、これは密閉

した容器の中で塩水を吹きつけているのですが、一旦スイッチを止めて密閉容器を開けて、

表面の状態を写真に撮って、また蓋をしてまた再開ということを何回も繰り返さなければ

いけないのですが、この装置は全部自動で行えるようになったということで、展示会など

でも非常に皆さんの注目を浴びたような製品になっております。 

 それから先ほど説明がありました土壌水分センサーです。海外製では、測定できる土壌

の水分が低いというお話がさっきありましたけれど、すこし説明を加えますと、海外製の

ものというのは、主に農業用途らしいのです。今回の製品では、４０％から１００％の水

分含水率のデータを取れるのですけれども、海外製品は、どちらかというと農業用途だっ

たので、もっと低い範囲が測定対象だったということです。 

 開発品が高含水率に対応ということについては、最近の異常気象とかで土砂災害などが

心配な場所があり、そういうところのモニタリングを行うためにこういう製品が非常に有

効だということで開発されたと聞いております。 

 それからストローサポートです。これは障害を持つお子さんが、ストローでコップの中

の飲物を飲むときに非常に飲みにくい、ストローがずれるとか、そういったことがあるの

で、その辺のところを研究者がずっとインタビューして、それをもとに改良を加えて、こ

ういうふうに持ち手がついて、ストローがぶれないような、そういった製品に仕上げたと

いうものでございます。 

 ということで、共同研究につきましては、１９件と非常に大きく伸ばしたという点で、

自己評価はＳとさせていただいております。 

 それから項目６、外部資金導入研究でございます。これは、先ほどご説明ありましたよ

うに、例えば、経済産業省が行っている事業で、企業と大学、あるいは我々のようなとこ

ろが一緒になって製品開発をしていく、新しい製品開発をしていくサポイン、昔のサポイ

ン、今、Ｇｏ‐Ｔｅｃｈ事業と言っていますけど、そういった事業ですとか、あるいは科

研費ですとか、そういった外部で評価される研究資金を獲得するよう課題を提案して、取

りにいって、という実績になります。２年前、２０２２年度は、非常に大きな額のＧｏ‐

Ｔｅｃｈ事業を獲得したこともあって、獲得額、獲得総額が３．６億ということで非常に
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伸びたのですが、２０２３年度も、ほぼそれに近いような金額を獲得しております。それ

から、もっと大きい成果は、新規採択件数についてです。外部資金の研究テーマの採択件

数が、２０２２年度から２０２３年度に向かって、５０件と非常に大きく伸びております。 

 この提案公募型研究課題のうち、３５件は科研費の研究テーマでありまして、所内でい

ろいろな研修ですとか、あるいはいろいろな提案書の書き方の指導ですとか、そういった

ことをみんなで協力しながら、スケジュールをしっかり合わせながら行っていった結果と

して、大きく件数を伸ばしたということになっています。 

 この結果、外部資金導入研究から製品化したものとしましては、ここに一つ例を挙げて

いますが、木材用の高耐候性透明塗料がありまして、これは都産技研と大学と企業が共同

開発した下塗り剤を透明の塗料に使ったものでございます。木材の表面に塗った際に、木

材の木調をあまり損なわずに、耐候性を非常に高める効果があるといったもので、これが

製品化されたものです。 

 それから科研費を使って共同研究した内容の中には、外部発表、研究発表をしましたと

ころ、発表論文が非常に高い評価を受けて、非常にいろいろな方々から注目を浴び、ダウ

ンロード件数が多かったということで学会から表彰を受けたような成果もあります。 

ということで、外部資金導入研究・調査の自己評価につきましては、やはり何といって

も、この採択件数を大きく伸ばした点が挙げられます。例えば科研費でありますと、いろ

いろな所内の指導体制等々を考えて、前年度、２０２２年度の１１％という獲得率から２

６％というふうに大きく伸ばしたということで、このような点も含めて、全体で自己評価

をＳとさせていただいております。 

 それから項目７、知的財産です。やはり研究成果を特許にまとめて、いろいろな方に使

っていただくというのが一番大事なことでございます。そのための我々の取組ですが、こ

れは従来から実施しているとおり、職務発明審査会というのを計１２回、月１回行ってお

ります。これは理事長を委員長にして、みんなで職務発明の審査や、特許出願だとか、そ

れを実際に審査に持っていくだとか、そういったことに関して、いろいろな意見交換を行

っています。また、出願に当たって、出願されているもの、保有している知財についても

見直しをかけて、継続的に保有していくべきものなのかの検討も入っています。破棄した

ほうがいいものなのかということを、現場の研究者とも相談しながら進めていくようにし

ており、そういう管理をきちんと行っていっているということになります。 
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 そのように１年間行った結果、特許の実施許諾の件数は、企業様に使っていただける件

数として第四期計画全体で３５件を目標値としたところ、もう既にこの３年間だけで、５

年分の３５件を上回る実績を上げたということになっております。掲載のグラフは、第三

期、つまり前期の中期計画期間と比較しているもので、これは積算値なのですけれども、

第三期を上回るペースで実施許諾がどんどん積み上がっていっているということで、非常

に実績が上がっていると言えます。 

 一方、単年度で見ると、２０２３年度は、特に際立った製品に結びついたですとか、非

常に注目度の高い特許が出たとかいうことでもありませんので、総合的に判断して自己評

価はＡとさせていただいております。 

 ここから項目８と項目９は、特定運営費交付金の事業、先ほどプロジェクト型と言って

いましたけど、その事業に関する成果になります。 

まず中小企業の５Ｇ・ＩｏＴ・ロボット普及促進事業についてです。これは先ほどあり

ましたように２０２０年度から４年間の事業で、２０２３年度は最終年度でありました。

この４年間、ここに書いてあるとおり、毎年度、４件から５件、６件程度の、製品化・事

業化の事例が積み上がってきています。 

 スライドの２０２２年度と２０２３年度の黒塗りのところが、中小企業様にとりまして、

この事業が始まって、２０２０年度以降に行ったことが製品化されたものを示しています。

一方、白いところは、それより前の事業の製品化事例ということになっています。２０２

３年度の特筆すべき点は、このように結構直近で採択した案件、公募型共同研究の案件で

ほぼ１年ぐらいで成果になっているものが、２０２３年度、５件積み上がったということ

になります。一番顕著な例として、先ほど見ていただいたと思いますが、桟橋点検ロボッ

トがあります。日本全国で非常に桟橋の老朽化が激しい、進んでいるということがありま

すし、それから、桟橋の点検には、数日程度、１か所でかかり、しかも人が行けないよう

な危険なところもあるということで、そういうところをロボットで点検を行おうというこ

とで、非常に画期的な製品になっていると思います。 

 それから、以前、ロボットベース、要するに、いろいろな移動するロボットの足のとこ

ろの動かすところ、基礎になるものを開発したのですけれども、その特許を実施許諾した

企業様が製品化して、いろいろな形で製品にしていっている中で、２０２３年度はこうい

う非常にコンパクトなロボットベースという形で、製品に仕上げたという成果が得られて

います。 
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 それからロボットの関係ではなくて、航空機産業参入支援という別の事業で行った成果

ですけれども、この製品は方形管といって、この中を電磁波が伝播するのですけれども、

これを飛行機に使うということで、いろいろな取り回し上、曲げたりしなければいけない

場合があります。この導波管というのは、断面が長方形になっていて、簡単に曲がらない

のです。曲げて、またしわが寄ったり割れたりすると、真ん中を電磁波が通るときに障害

になりますが、いかにしわが寄らずにきれいに曲げられるかという技術を開発したという

ことです。私どもの研究者の中に、こういう塑性加工、加工品についてシミュレーション

を行える技術を持っている者がおり、シミュレーションで、きれいに曲げられる条件を出

して、その条件で実際に工作して、完成品に結びつけたというものでございます。 

 あと、もう一つは、ものづくりベンチャーの支援という事業も行っているのですが、コ

ンテストを行い、資金援助をした企業の中で、法人化した企業が２者出てきましたという

成果でございます。 

 ということで、この新産業創出支援につきましては、このロボット、５Ｇ・ＩｏＴ・ロ

ボットの事業で、非常にスピーディーに製品化まで持っていったものがどんどん出てきた

ということで、自己評価をＳというふうにさせていただいております。 

 それから次は、私からの説明の最後になりますが、項目９の社会的課題解決支援、これ

も特定運営費交付金事業でございます。 

 まず、ヘルスケア産業支援というところでは、化粧品などの製品開発を支援しているの

ですが、依頼試験とか、機器利用について、先ほども説明がありましたけれども、２０２

２年度も非常に大きく件数を伸ばしたのですが、２０２３年度もさらに大きく件数を伸ば

していったということがグラフから分かります。 

 製品化の事例の一つとして、スライドのここに書いていますけれども、美容師用のくし

があります。これはバイオマスプラスチック、植物由来のバイオマスプラスチックに竹炭

を使って製品をつくるのですけれども、非常にくし通りがよくて、しかも静電気を抑えら

れるということで、髪にダメージを与えにくいという、そういう感覚的な評価はありまし

た。それをどうやって定量化したらいいかということで、我々の方に相談がありまして、

摩擦力試験というところで評価方法を提案して、企業様に使っていただいて、製品化に結

びつけたというものでございます。 

 それから先ほど少し説明がありましたサーキュラーエコノミーへの転換に向けた支援も、

別の事業として行っています。これは先ほど理事長から説明があったとおりで、中小企業



20 

様がどういうところに目をつけて、手をつけたら良いかというのを分かりやすく示したマ

ッピングを行い、それを元に、提案公募型の共同研究を募集しました。募集したところ、

スライドに書いてありますが、事前に相談共同研究の相談が２５件という、我々もちょっ

とびっくりしたのですが、思ったよりも多く興味を持っていただいた企業様が出てきたと

いうことで、非常にこれも次年度以降、成果が楽しみな研究ではないかというふうに思い

ます。 

 それからこれは追加ですけれども、お手元に木のストローが置いてあると思います。こ

れは以前の既に終了した特定運営費交付金事業なのですけれども、その事業の中で、木で

作ったストローというものを開発していました。なかなか簡単には、こういう製品をどん

どん売りたいと言ってきてくれる人たちはいませんが、辛抱強く、木のストローをいろい

ろな展示会等でアピールしていたところ、それを見た障害者支援の企業様がいらっしゃい

まして、そこの企業様が、ぜひうちで作りたいというふうにおっしゃってくださいました。

そこで、この木のストローの特許の実施許諾をして、その上で、木のストローをこの障害

者支援の企業様の中で障害者の方が実際に作るというところまで結びつけたということで、

これも非常に良い事例というふうに思います。 

 ということで、社会的課題解決支援につきましても、総合評価Ａというふうにさせてい

ただいております。 

【片桐企画部長】  担当替わりまして、私のほうからご説明をさせていただきます。項

目１０でございます。項目１０は、オープンイノベーションについてでございます。こち

らは計画項目については二つございまして、都産技研では、金融機関などとの連携を積極

的に行っており、連携からのオープンイノベーションの促進と、東京都をはじめとする自

治体とか中小企業の連携機関が実施する表彰事業、助成金の事業に我々協力してございま

す、というような項目です。 

 それでは実施状況についてご案内をさせていただきます。 

 まずオープンイノベーションについて、特徴的な事業を三つご案内させていただきます。

初めに我々が主催するビジネスマッチング会であります、東京イノベーション発信交流会

でございますけれども、昨年度は、異業種交流のグループと一緒に活動させていただきま

して、非常に出展者数も多く、また参加者数も多くというような形で有効な交流の場とい

うような形で進めさせていただいているところでございます。参加者数としては２倍とい

うような形で成果を得ることができました。 
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 また二つ目ですけれども、金融機関との連携でございまして、朝日信用金庫様との顧客

向けセミナーというものを墨田支所で開催させていただいているところでございます。我々

の事業紹介や見学会などにより、我々を理解していただくということを通じて、参加者の

企業の皆様に、依頼試験の利用もそうですけれども、公募型の共同研究への申込みにもつ

ながっているという意味で、非常に有効な見学会を開催することができました。 

 また三つ目ですけれども、先ほど理事長からご案内がございましたけれども、有識者懇

談会というものを、こちらの本部で２回と多摩で１回、計３回開催させていただいてござ

います。こちらの活動を通じまして、スタートアップ企業との意見交換に発展したり、中

小企業支援に関して我々の要望について意見を交換するということができました。こちら

の画像がスタートアップ企業を訪問したところで、結果として、共同研究、今年度から始

めた共同研究の開始にもつながっているという意味で、我々にとっても非常に有効的な意

見交換ができたというふうに思ってございます。 

 続きまして３番目ですけれども、中小企業の助成や、表彰などを行う技術審査の継続で

ございます。昨年度も、非常に多くの事業に関わらせていただきまして、４，０００件を

超える件数を毎年対応させていただいています。 

 最後に、大学等研究機関との連携ですが、我々協定を締結しております東京農工大学で

すとか産総研とのシーズ・ニーズ・マッチング会を開催させていただき、職員の交流につ

ながっているということで、今後、共同研究等に発展するものと期待してございます。 

 自己評価説明でございますけれども、先ほど申しましたように、ビジネスマッチング会

であります東京イノベーション発信交流会は、テーマを、今回はエコと環境技術というの

に絞ることによって、参加者数を２倍に増加させることができました。 

 あと、初めて有識者懇談会というものを開催させていただいて、スタートアップ企業の

連携なども期待できるような成果が出ているというところでございます。また、技術審査

についても積極的な協力をさせていただいたことで、自己評価はＢとさせていただいてご

ざいます。 

 続きまして、項目１１、製品開発支援ラボ等でございます。こちらは、中小企業の皆様

に我々の施設を貸出しして製品開発をしていただく項目と、スタートアップ企業の製品化・

事業化を支援するという項目になってございます。 

 まず１番目、製品開発支援ラボにおける開発の促進でございますけれども、入居率につ

きましては、ほぼ１００％を達成しているところでございます。退去者が出ますと新たに
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募集するのですけれども、すぐに申込みがございまして、ほぼ１００％で入居が埋まって

いるというところでございます。 

 加えて、我々、入居者の皆様に、依頼試験などのご利用を促進することを勧めさせてい

ただいてございまして、昨年度、ラボの企業様の製品化・事業化が１９件あり、売上高に

ついても２０億円を超えたというところで、非常に多くの製品化の生み出しと売上げに貢

献させていただいてございます。 

 製品化の事例ですけれども、まず牛の耳用のセンサーの開発でございます。イヤタグセ

ンサーと書いてありますけれども、牛の行動をモニタリングするセンサーで、牛も、やは

りつける場所によって、不快な思いをするというところもございます。牛にも人にも優し

いデザインと機能という点で、このセンサーは評価されて、2023年度のグッドデザイン賞

を受賞している案件でございます。 

 また新たな防腐剤の開発のお手伝いをさせていただいてございます。環境に配慮したも

ので、新しい機能を付与した防腐剤というような形で売り出しているところが特徴となっ

ています。 

 ３番目にスタートアップ支援ですけれども、こちらの成果として、事例として紹介して

いるのは、風力発電用ブレード点検のメンテナンスロボットという案件でございます。 

 スライド中段の右側、４番目の説明ですけれども、この支援の案件というのは、そもそ

も我々のロボット事業のほうから開発をした製品でございます。その製品を海外のほうに、

特にヨーロッパは風力発電が盛んでございますので、そういう地域に売り込みたいという

ご意向に関して、東京都の支援を活用していただきながら、ドイツのデュッセルドルフに

事務所を開設するという展開に発展した事例でございます。 

 自己評価ですけれども、入居企業の製品化、事業化する件数が過去最高というところも

ございます。あと我々のイベントから、ラボの企業様と共同研究に発展しているとところ、

我々の活動から、こういう公的な開発助成だけでなく、ベンチャーキャピタルからの資金

も得られているというようなことから、自己評価はＡとさせていただいてございます。 

 続きまして、項目１２、海外展開でございます。海外展開につきましては、中小企業の

皆様が必要となる国際規格への適合性などについて、アドバイス等をさせていただいてい

るというところでございます。 

 こちらは、中小企業様の海外展開に寄与した件数が中期目標の件数となってございまし

て、トータルで１２０件でございます。 
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 それでは活動について、ご説明をさせていただきます。 

 この広域首都圏輸出製品技術センターというところは、我々、東京だけではなくて、関

東一円の公設試と連携しているということで、このような名称でさせていただいています。 

 技術相談の実績といたしましても、非常に多く利用していただいてございますし、セミ

ナーの開催についても順調に運営をさせていただいているところでございます。 

 また、新たな取組といたしまして、自動車産業の品質マネジメントシステムというとこ

ろについてのサービスを拡張させていただいてございます。 

 昨年度は、セミナー等の開催ですとか、規格書を新たに配布させていただいたりしてい

るところで、多くの方に参加していただいているところでございます。 

 事業の製品化の事例といたしましては、中段に写真も掲載しておりますモーションコン

トローラーユニットがございます。こちらＲｏＨＳ指令の技術文書の書き方についてアド

バイスをさせていただき、ＣＥマーキングについての対応を完了したということで、海外

に向けた製品開発ができるところまで発展した事例でございます。 

 続きまして、バンコク支所の活動についてです。 

 バンコク支所については、現地だけではなく、我々本部と連携した展示会支援事例につ

いてご説明をさせていただきます。 

 最初のほうで理事長のほうからご説明がございましたけれども、タイの展示会に出展す

るという際に、我々のブースに、企業様にも出展していただいて、海外での展開について

も支援をしていますが、その前に、まず本部のほうで、オーダーメード型の技術支援によ

り、技術的な課題を解決した上で、さらにそれを現地でも販売促進の説明資料として使っ

ていただいたことによって、非常にこの製品の商談が増えた結果になってございます。 

 あとバンコク支所の技術相談の実績は、コロナ禍明けということもあり、積極的に相談

等の対応をした結果、過去最高の結果になってございます。 

 スライドにあります支援事例の２番については、最初に、理事長からご説明しましたけ

れども、まず国内のこちら本部での海外展開サービスの支援を受けた企業様が、さらに現

地での販売展開について、中小企業振興公社様と我々のバンコク支所で連携して支援し、

製品開発ができたというような案件となってございます。 

 最後に中期計画の目標値ですけれども、非常に多くの海外展開に寄与することができ、

３年間で目標を達成するという状況になってございます。 
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 自己評価ですけれども、こういうところを勘案いたしまして、我々としてはＡとさせて

いただいているところでございます。 

【三尾理事】  続きまして、項目１３番、支所における支援について説明をいたします。 

 多摩テクノプラザを含む、城東、墨田、城南の各支所、それから、それらを含めた地域

的な支援というものを実施してございます。 

 年度計画の内容の中では、各地域の産業変化などを踏まえるということが掲げられてお

りまして、多摩テクノプラザ、それから城南支所では特に地域産業特性に合わせた機器整

備というものを昨年度までに終了いたしまして、これらの導入した設備によって、２，７

５３件の技術支援実施がございました。 

 また、これらの設備を積極的に活用していただけるように、セミナー等を行いまして、

利用促進を図ったところでございます。 

 各拠点における事例でございますけれども、多摩テクノプラザにおきましては、複合素

材開発サイトというところがございまして、そちらでは、事例の一番左にございますよう

な配管加熱用ヒーター、高温耐久性があって、均熱性も確保するために、繊維、織物の技

術を使ったヒーターを作りまして、真っすぐな管だけではなくて、エルボと呼ばれる曲が

ったところにも、形状がフィットするようなヒーターというものの開発支援をさせていた

だきました。 

 またＥＭＣサイトという、電磁波を測定するサイトがございまして、そちらのほうでは、

商業施設向けのＥＶ用普通充電器、この普通は急速ではないという意味でございますけど

も、充電器について支援を行っております。漏れ電流試験ですとか、シャープエッジテス

ターといったようなものを使って、製品の安全試験というものをお手伝いさせていただき

ました。 

 次に、城東支所でございますけれども、こちらでは、現在、建物そのものの改修工事が

行われておりまして、支所としては閉鎖しておりますけれども、プロダクトデザイン分野

は、いったん本部のほうに移動しまして、本部において支援を継続してございます。地域

の自治体ですとか、支援機関様とは、引き続き連携を取りながら、本部において、企業様

の支援を行っている状況でございます。 

その中の事例といたしましては、事例の中央、印伝という伝統産業に関連する内容です。

革に型押しをして模様づけをするというようなものが印伝なのですけれども、こちらの技

術を使ったルームシューズの開発をお手伝いいたしました。こちらのシューズみたいなも
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のを作るのは初めてということで、通常はお財布ですとか、バッグというようなものに使

われるのですが、シューズは初めてということで、どのような型を作ったらいいか、それ

からサイズ展開をどのようにしたらいいかということをご支援させていただいて、「東京

手仕事」という、展示会、コンペティションがありますけれども、優秀賞を受賞すること

ができたということでございます。 

 次に、４番目、墨田支所でございます。墨田支所では、人間工学的な評価を行うことに

最近は取り組んでおりまして、その中の事例で、スライド中段の右から２番目、家庭用の

高周波フォト美容器というものの支援をさせていただいております。この機械は、体臭を

予防するための光を当てて、皮膚を少し改善するというような器具でございます。臭気成

分、においの成分が分解されたかどうかというところを検出して、それをどのように定量

評価すればよいかというところを提案させていただいて、製品化につなげていただいたと

いう事例でございます。 

 それから城南支所でございますけれども、こちらはやはり精密加工といったようなとこ

ろがキーワードになる地域でございますので、三次元レーザー加工ですとか、精密測定機

器といったものを活用して、地域企業様の付加価値製品開発というものを支援しておりま

す。 

 事例といたしましては、一番右でございますが、デジタルデータ、特に三次元のデータ

といったものを使って楽器を再現するというようなことをお手伝いしました。これは高級

なバイオリンについて、研究成果等を活用しまして、形状を完全にデジタル化いたしまし

て、それによって見える化をしていくという内容です。それから場合によっては、三次元

の加工機によって、形状を再現していくといったことをお手伝いさせていただいておりま

す。 

 こちら項目１３の自己評価については、機器整備は完全に終了いたしまして、好調な利

用実績というものを得ているということ、それから多摩テクノプラザにおいて行っており

ますモビリティ産業支援に関する技術支援でございますけれども、特に、多摩地域の商工

会や金融機関と連携しまして、昨年度比で４倍以上という、非常に大きく利用実績が増加

したということがございます。また、城東支所では、建屋改修によって若干というか、か

なり、ご利用としては減ってはいますけれども、本部のほうに移転して継続支援をするで

すとか、他の拠点を紹介するといったことで対応いたしまして、支所全体としては、昨年
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同等の実績を確保することができておりますので、自己評価としてはＢとさせていただい

ております。 

 続きまして、項目１４、食品産業への支援でございます。これは今期に統合されました

食品技術センターに関する項目でございます。 

 実施状況といたしまして、食品産業に関わる機器の拡充、それから支援業務の充実とい

ったものを２年間実施してまいりましたけれども、ほぼ落ち着いて実際にお客様へのサー

ビスにつながっている状況でございます。 

 研究開発は、基盤研究１テーマ、共同研究１テーマ、それから受託研究２テーマを実施

しております。依頼試験、機器利用は六つの項目を新設いたしまして、トータルのご利用

実績といたしましては５，０００件を超えるところになりまして、前年度よりも１，００

０件ほど増えたというような状況でございます。 

 事例の一つ目が、こちら実施状況の上から２番目、オーツミルクというオーツ麦を使っ

たミルクで、麦汁ミルクですけれども、こちらの加工条件等について、我々本部の研究グ

ループとも連携しながら、技術支援を行わせていただいて製品化につながった事例でござ

います。 

 それから、スライド中段の右から２番目の事例でございますが、こちらの写真のような

お酒ですね。清酒製造企業の２社に対して、酵母の選抜ですとか、あるいは培養といった

ものをお手伝いさせていただきまして、製品化につながったものでございます。 

 特に右側の製品は、東京都にちなむ名称のｙｅｄｏ酵母という、ｙｅｄｏという名前を

使った酵母の培養によって製品化を支援した事例でございます。 

 また、中小企業振興公社様、それから農林水産業の関係の振興部門、こちら東京都庁の

ほうに、産業労働局の中に農林水産部という部署もございますし、農林水産振興財団とい

う財団もございまして、こういった組織とも連携して、地域資源を生かした農産物加工要

望等に対して支援を行っております。 

 加えて、食品開発展という展示会へ、利用されているお客様へ出展を促しまして、３社

に出展していただけまして、この展示会においての商談成立に至るような事例もございま

す。 

 自己評価の説明でございますけれども、利用実績が大幅に増加したこと、それから、こ

れまで食品技術センターの培ってきた食品加工技術、それから我々本部の様々な技術とい

ったものの相乗効果を使って製品化を達成するようなことが引き続きできております。 
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 また東京都中小企業振興公社様ですとか、都の機関との連携によって展示会出展等で商

談事例につながったということもございまして、自己評価はＢとさせていただいておりま

す。 

【片桐部長】  続きまして、項目１５の産業人材育成でございます。 

 こちらは、セミナー・講習会の開催というような内容と、大学や高等専門学校の研修学

生の受入れの項目になってございます。 

 それでは実施状況でございます。まずセミナー・技術講習会の開催状況ですけれども、

コロナ禍明けということもございまして、我々はリアル開催、いわゆる対面開催を積極的

に復活させたというところでございます。 

 また、利便性の向上を図るということもございまして、オンデマンド配信につきまして

も非常に積極的に対応してきたところです。オンデマンド配信は、受講者数が約１.８倍に

増加という状況で、非常に利用していただいております。 

 次に、オンデマンド配信における改善活動ですけれども、オンデマンド配信は職員が話

すということもございますので、一部聞き取りにくいという受講者からのご意見がござい

まして、音声改善という点から読み上げソフトを入れさせていただいたところです。 

 その結果、非常に聞き取りやすいという反応をいただいておりますし、職員が録音する

となると、失敗したときには録り直しということが必要ですけれども、音声読み上げソフ

トですと、録り直しということもございませんので、職員の心理的な負荷も少なくなった

というところで、非常によかったと思っているところでございます。 

 加えて、ＳＮＳを活用したということでＹｏｕＴｕｂｅですとか、Ｘ等を活用した募集

案内も実施しています。 

 続きまして、学生の受入れでございますけれども、受入人数が、やはりコロナ禍も明け

たこともございますので、非常に増えてきた状況です。また、我々の職員が講師派遣とし

て出ていくということについても、昨年度より多くの実績を残しているところです。 

 ということで、自己評価の説明は、技術セミナー講習会の受講者数が約３０％増で伸び

たという状況でございます。また、受講者の利用満足度も、５点満点中４.５点で、非常に

高評価を継続している状況でございます。 

 あと導入したオンデマンド配信用の読み上げソフトは、聞き取りやすいというのと、最

近は、倍速で聞くというところが非常に流行していますので、そういう点でも好評ですし、

職員の録り直しがないという製作的な時間の短縮にもつながっているところでございます。 



28 

 研修学生の受入れにつきましても、対応しているというところでございまして、こちら

の項目について自己評価はＡとさせていただいているところでございます。 

 続きまして、項目１６、情報発信の推進でございます。こちらの項目には、我々の発信

というのと、中期計画の目標値の項目には、オンラインによる研究発表会の実施率と、広

報紙等の紙媒体のデジタル化率についての目標値が設定されております。 

 それでは、実施状況についてご説明をさせていただきます。 

 最初の理事長からのご説明ございましたけれども、都産技研利用者の、「ＴＩＲＩ Ｎ

ＥＷＳ」の読者層の分析を行ったところ、少し偏りがあるところもございましたので、２

０歳代から４０歳代の皆様に見られているという「ｎｏｔｅ」に注目いたしまして、配信

を始めたところです。 

 我々の知らない層に、広くアプローチをするということで昨年度は１４個の記事を投稿

し、反響も非常に大きかったです。 

 また、イベント等への協力、出展をすることで、研究成果とか事業の普及をさせていた

だいてございます。東京都、自治体と連携した出展件数は非常に多くなっているところで

す。こちらの事例は、政策企画局が主催するデジタルテクノロジーを活用した東京の魅力

の発展イベントという有楽町にありますＳｕｓＨｉ Ｔｅｃｈ Ｔｏｋｙｏで開催された

イベントに出展しているところでございます。 

 あと、ＣＥＡＴＥＣですとか、大きい展示会にも多く出展させていただいているのです

けれども、出展する際に、個別にブース装飾を行っていたことから統一感がなかったとい

うのもございまして、その反省点として、出展する展示会についてブース装飾の統一を行

って、昨年度２０２２年度から、三次元のカラーイメージというものに合う出展方法にさ

せていただいています。 

 暗くても分かりやすいという、視認性を上げた展示ブースの設計にすることによりまし

て、非常に多くの方に来場していただいております。 

 また、広報媒体紙の改善活動といたしまして、我々の広報職員向けのオウンドメディア

ワークショップを、いわゆる勉強会形式で、開催させていただいております。 

 ワークショップでは、我々の広報誌である「ＴＩＲＩ ＮＥＷＳ」とか、ＳＮＳを使っ

ている広報媒体の役割とか位置づけを明確化し、再認識することで、どういうふうに発信

しなければいけないのかというところを学び直して、投稿するというような活動をさせて

いただいているところです。 
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 設定された目標値に対しては、オンラインの研究成果発表会の実施率につきましては、

記載のとおり８８％、広報誌の紙媒体のデジタル化率につきましても８４％と、目標を超

えているところでございます。 

 自己評価のポイントでございますけれども、「ＴＩＲＩ ＮＥＷＳ」の利用者分析等か

ら、新たなメディアとして「ｎｏｔｅ」を配信し、非常に多くの反響をいただいていると

ころでございます。 

 改善活動といたしまして、外部の専門家のアドバイスをいただきながら、認知度向上と

か、利用拡大を意識した分かりやすい広報活動を実施したというところでございまして、

我々のページを見ていただいてのページビュー数の割合も６％増加しているという結果に

なってございます。 

 あと、展示会のブースの装飾統一方法としたものにつきましては、好評により継続させ

ていただきました。ブースの来場者数も約２倍を超えるというところで、非常に多くの方

に来場していただいて、我々を理解していただいたと思っているところでございます。 

 そういう点から、自己評価はＡとさせていただきました。 

【川久保部長】  それでは、項目１７から２０まで、私からご説明させていただきます。 

 まず項目１７は、組織体制及び運営、効率化です。これは機動性の高い組織体制の確保、

組織運営、職員の確保ですとか、デジタルトランスフォーメーションの推進、あとは業務

改革の推進などへの取組でございます。 

 実施状況をご説明いたします。 

 まず１点目は、部門横断のプロジェクトチームにより、お客様の安全な機器利用のため

の職員向けガイドラインを作成いたしました。これは技術支援事業におきまして、お客様

が機器を利用する際の職員側が安全に配慮するポイントをまとめまして、安全配慮を職員

が確実に行えるようにいたしました。 

 ２点目は職員採用管理システムの導入でございます。これを導入することで採用活動の

効率化と利便性の向上を図ることができました。具体的には、応募者が求人サイト上で提

出したエントリーシートを私どものシステムに取り込みまして、選考資料として使えると

いうものでございます。 

 また先ほど理事長からもご説明しましたように、民間就職情報サイトを利用いたしまし

て、都産技研が求める人材像にマッチした学生に直接オファーするダイレクトリクルーテ

ィングサービスの積極的な活用を行いました。このほか、正規職員の中途採用を開始した
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り、施設見学のＰＲ動画を配信するなど、人材の獲得競争が進む中、職員の確保に私ども

も努めているところでございます。 

 それから２－２、若年層に重点を置いた例月給与改定の実施でございますが、これは２

０２３年の人事院勧告、それから東京都人事委員会における給与の引上げ勧告を受けまし

て、独法後、初の例月給与の改定を実施しました。特に初任給においては、民間企業との

競争を考慮しまして、１万円の引上げを行っております。 

 ３点目はデジタルトランスフォーメーションの推進でございますが、まず３－１は業務

のデジタル化推進とテレワークの拡大に向けまして、従来の固定電話に変えてスマートフ

ォンを職員一人に１台配布するクラウド電話の利用を開始いたしました。テレワークにお

きましてもお客様も含めて、電話対応が可能になるなど、電話対応のクオリティオブサー

ビスが向上いたしました。 

 ３－２のデジタル化実証プロジェクトの実施でございますが、２３年度は１０件の提案

の実施を行いました。これは職員のボトムアップ型のデジタル化の取組でございます。資

料中央のこの右側は本部１階にございますけれども、事務用品の通販会社の電子ロッカー

の導入を行ったもので、非対面の荷受が可能になり、２０２４年問題に直面する物流会社

の負担軽減にもつながる取組となりました。 

 ４点目の業務改革の推進でございますが、契約事務において、電子契約を一部導入しま

して、ペーパーレス化と業務の効率化を図っております。 

 ５点目は会議・委員会でのペーパーレス化の取組でございますが、委員会等、開催率は

９１％と第四期の中期計画の目標を大きく上回る実施率となりました。これに伴いまして、

紙の購入実績は２０１９年度比で５３％まで削減できております。また職員の研修も動画

視聴やオンライン配信等でデジタル化いたしまして、実施率は７４％、これも第四期の中

期計画の目標値６０％を超える実施となっております。 

 ６点目は、ＥＣサイト決裁ですけれども、消耗品の購入をＥＣサイト上で決裁できると

いうワンストップ購買サービスを導入したことによりまして、消耗品の調達の迅速化を図

ることができました。平均調達の日数は、これまでの１８日から３日に短縮しております。 

 自己評価でございますが、以上のような積極的な採用活動、それから独法化後初の例月

給与改定、またデジタル化実証プロジェクトなどの仕組みにより、事務の効率化を図った

ことを踏まえまして、Ａとさせていただいております。 
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 次に、項目１８、資産の適正な管理運用等です。資金管理ですとか、建物の維持管理に

ついての取組でございます。 

 実施状況でございますが、まず１点目、資金運用管理及び債権管理につきましては、普

通預金口座等で手元資金の流動性を確保しながら、安全な資金運用を継続しているところ

でございます。また、債権管理におきましても、未収金の発生はなく、適切に行われてお

ります。 

 ２点目は、保有する設備機器を適切に点検等行い有効活用する取組でございます。技術

支援におきまして、技術支援管理システムを利用いたしまして、四半期に一度モニタリン

グを行いまして、機器ごとに、依頼試験や利用状況、それから計画に対する達成度の推移

などを把握しているところでございます。 

 ３点目、的確な予算管理についてですが、電気料金の高騰による光熱水費の増加、それ

から円安や物価上昇の影響など、あと給与改定による人件費の増加などで、支出の増加が

ございました。これに対しまして、電力契約におきましては、業者や契約形態の見直しを

行いまして、経費節減に努め、支出の抑制を図りました。 

 また、収入及び支出の執行状況を定期的に把握いたしまして、執行見込みに基づいた補

正予算の編成を適切に行い、また機器の購入においては、執行状況を踏まえて、効率的、

計画的な実施に努め、こちらでも支出の抑制を図ったところでございます。 

 ４点目は、施設の整備・修繕等の状況でございます。こちら４－１にございますように、

全体で２０２３年度は１２８件の工事を実施いたしました。本部では、２０１９年度に策

定した長期保全計画に基づきまして、５９件の工事を実施しており、その中の一例として

こちらに写真を載せておりますが、４階の執務室、それから更衣室の入り口を障害者の雇

用も想定いたしまして、自動扉に改修するバリアフリー化を行いました。 

 それから下の写真は多摩テクノプラザでございますが、Ｂ棟の空調設備の改修工事を行

いまして、ＥＭＣサイトというところの空調設備を増設いたしました。 

 そのほかに、支所ですとか、食品技術センターを含めて６９件の工事を行いまして、建

物の維持管理を適切に行っているところでございます。 

 ４－２は、先ほど理事長からもお話がありましたが、本部のゼロエミッション化に向け

て、太陽光パネルの設置、それから電気自動車の急速充電器、本部の照明のＬＥＤ化につ

いて、設計が２０２３年度に、完了したところでございます。現在着工をしているところ

でございます。 
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 これらの取組から、自己評価をＢとさせていただいております。 

 収支も均衡し、ゼロエミッション化等の工事も計画的に推進したというところで、この

ような評価とさせていただいております。 

 項目１９は、危機管理対策、社会責任ということで、個人情報の漏えい防止に向けた情

報セキュリティの取組や、災害等への対応などでございます。 

実施状況の１点目、情報セキュリティの確保に向けて、中段左に書いているような取組

を実施しております。まず全職員に配布したスマートフォンは指紋認証を含む多要素認証

実施システムということで運用をしております。全職員を対象に、情報セキュリティー研

修と、個人情報保護研修を行うとともに、標的型対応訓練では、難易度の異なる訓練を２

回実施いたしました。 

 それから２－１に書いてございますが、外国為替及び外国貿易法に基づく安全保障輸出

管理に関しまして、適正な対応を取るために都産技研の業務と法規制の関連や手続につい

て、全職員を対象に所内研修を実施しました。また機器利用の事業ですとか、見学の受入

れ、それから海外出張などにおいて、特定類型の該当性の確認も実施いたしております。 

 また、化学物質ですとか、高圧ガス、放射線の施設を持ってございますので、関係法令

を遵守し、点検・管理・教育を徹底いたしました。 

 労働災害防止に向けた教育、こちらに関しては、新たに外部講師も活用した研修を行い

ました。対象者を管理職、技術系職員、希望者として、合わせて２２５名が受講しており

ます。 

 ４点目ですが、経営状況の一層の透明化を図るため、都産技研のウェブサイトや刊行物

の発行により、情報公開に取り組みました。情報開示請求は都産技研で発注した工事の費

用内訳に係るものでございまして、合わせて全体で４件ございました。 

 ５点目は、先ほど理事長からもお話がございましたけれども、省エネ法や東京都の環境

確保条例に基づく二酸化炭素の削減目標を様々な取組によりまして、着実に達成したこと

でございます。本部では共用部の消灯ですとか、照度の見直し、勤務時間外の空調抑制、

年末年始、ゴールデンウィークにおいては実験室も差し支えのないところで空調の停止を

行いました。 

 記載のように、２０１５年度比で８２.５％、エネルギー消費原単位は減少しております。

この結果で、省エネ、クラス分け評価制度において最上位のＳクラスを７年連続で獲得し

ております。 
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 自己評価でございますが、以上に加えまして、コロナ禍を脱したということで、大地震

を想定した自衛消防訓練を全員参加型に戻しまして、危険管理を再徹底したことなどを踏

まえまして、自己評価はＢとさせていただいております。 

 項目２０、内部統制・コンプライアンスでございます。これは内部統制の仕組みを有効

に機能させるために、規程類の整備をしたり、倫理、コンプライアンスの研修などを実施

しているという内容でございます。 

 実施状況でございます。まず１点目の１－１ですが、内部監査室による内部統制関連規

程の点検及び整備を行いまして、関連規程において３件の改定を行いました。また、こち

ら中段にございますように、経理事務規則、それから特定情報等の取扱規程の運用を見直

すよう指摘を受け、是正を図っております。 

 それから１－２にございますように、都の独法化、四つの地方独立行政法人の内部統制

に関わる担当者の連絡会を実施し、意見交換会をいたしました。 

 ２点目は内部監査の実施状況でございます。２０２３年度はバンコク支所、それから本

部総務課や各拠点など合わせて９か所に対して予算執行や会計処理の内部監査を行いまし

た。監査後は所属長に対する講評も行いました。 

 また研究費監査でございますけれども、「研究活動の基本方針と不正防止計画」策定部

署の責任を明確にするとともに、コンプライアンス推進責任者から統括管理責任者に対し

て監査結果の報告を実施いたしました。さらに個人情報を取り扱う三つの研究部門に対し

ましては、新たに個人情報保護管理監査、特定個人情報取扱監査を実施いたしました。 

 ３点目はコンプライアンスガイドの第４版の発行でございます。今回改定した第４版に

は、情報漏えいの防止と、適正な研究活動の２項目を加えました。メールの誤送付の過去

の事故事例、その推定原因と再発防止策も追記しております。 

 あわせまして、コンプライアンス研修に関しては、全職員対象の研修で、これまで毎年

行っておりましたけれども、３年後ごとの受講に変更いたしました。これは東京都の実施

方法にならったところでございます。 

 研修内容の充実を図るべく、毎年見直しを行うとともに、前年度の受講アンケートで質

問が多かった点を重点的に説明したり、装置・設備に係る官公署への届出について解説を

加えるなど、コンプライアンス研修の中身の充実も図ったところでございます。 
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 自己評価説明でございますが、以上のとおり、内部統制の仕組みを機能させ、コンプラ

イアンス意識向上に向けた実施状況を踏まえまして、自己評価をＢとさせていただいてお

ります。 

 各項目の説明は以上でございます。 

 最後に、評価結果反映報告書について、ご説明いたします。昨年度の業務実績評価にお

ける主な指摘事項に対する２０２３年度の業務運営等への反映状況でございます。 

 まず、指摘事項の１点目は都産技研の支所等において地域の産業特性を踏まえつつ、市

場ニーズを的確に捉えた製品開発等支援の一層の充実を期待するということでございまし

た。これに対しましては、２０２３年度、製品開発の支援ですとか、それから金融機関な

どと連携して地域企業へのＰＲ活動を進めまして、利用促進につなげております。 

 多摩テクノプラザでは、環境負荷低減に向けて電動化が進展するモビリティ産業を支援

する目的で、機器の整備を２０２２年度から開始し、２０２４年に完了予定となっており

ます。２０２３年度までに２０の機器の整備を完了し、順次支援を開始いたしました。 

 城東支所は、現在、建物改修中でございますが、２０２５年度の再開に向けて、伝統産

業をデジタル化で支援するための整備を行い、支援機能を拡充予定となっております。 

 城南支所は、精密加工産業における高品質化、高付加価値化の支援を強化するために、

機器整備を２０２１年度から開始しまして、これも２０２４年度に完了予定でございます。

２０２３年度までに五つの機器を整備し、順次支援を開始いたしました。 

 墨田支所および食品技術センターでございますが、社会的課題解決に向けた新製品開発

の支援のため、活発な活動を支える障害者用具等研究開発推進事業やフードテックによる

中小企業支援事業をそれぞれ担当しております。次期中期計画では、新たな機器整備等に

より、地域のみならず都全域の中小企業の利用につながる支援内容を拡充する予定でござ

います。 

 ２点目はＳＤＧｓの実現やグリーントランスフォーメーションの推進に向けた組織運営

を行い、中小企業をリードする役割を果たすことが望まれるという指摘に対しての取組で

ございます。反映状況でございます。 

 ＳＤＧｓの実現とそれからＧＸ推進の分野におきまして、以下の取組を実施しておりま

す。まず１点目は省エネルギーでございます。これは先ほど項目１８、１９で述べました

ように、省エネ、これは最上位の評価をいただいている取組をしております。 
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 それから②番、ゼロエミッション化につきましては、ＥＶの充電器等の設置など施工を

実施しているところでございます。 

 それから、研究開発の取組でございますが、ＳＤＧｓとＧＸを達成する手段として、サ

ーキュラーエコノミーに注目した事業を２０２５年度まで推進しているところでございま

す。 

 ２０２３年度は、食品ロス及びプラスチックの削減と、その取組の中でのカーボンニュ

ートラルに貢献するエネルギー利用及び削減の可能性について、国内外の技術動向調査を

実施いたしました。その結果から、中小企業が参入可能な領域を指し示すリーフレットの

作成ですとか、中小企業への普及啓発セミナーを開催したところでございます。 

 説明は以上でございます。ありがとうございました。 

【鈴木分科会長】  ありがとうございました。 

 以上、業務実績についてご説明いただきましたが、委員からご質問等ございませんでし

ょうか。お時間、大分取ってありますものですから。 

 まず私から質問させていただきます。中小企業のイノベーション推進技術支援というの

は、かなり重要な役割だと思うんですけれども、どんなプロセスが加わって進んでいくか、

少し説明がございましたけれども、最初、中小企業さんが寄ってきて、質問等、相談があ

って、それで各研究員が相談を受けていて、そこからよさそうなものを選んで一緒に共同

開発をしていくというのが一つのプロセスだと思うんですけど、ほかにも何かいろいろあ

ると思うんですけれども、どんなプロセスで、東京都の中小企業さんが製品を出していく

のに、うまく共同開発していくのかというのを、ちょっと、もう少し具体的に説明いただ

けたら、ありがたいです。 

【三尾理事】  やはり技術相談というのが全ての事業の入り口になっておりますので、

そこからの展開というのが基本的には多いのですけれども、やはり技術相談では、どちら

かというとお困り事が来ることが多いので、新しい開発というのはなかなか来づらい状況

です。私どもとしては、研究成果をＰＲする、それはちょうど今月実施しますけど、クロ

スミーティングという名称で研究成果発表会を実施したり、あるいは展示会へ事業成果を

出展するとか、そういうことも行って、新しい技術開発につながるようなお客様へのＰＲ

というのを工夫して実施しております。 
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【鈴木分科会長】  私がお聞きしたかったのは今みたいなことですね。こちらから産業

技術研究センター側から何か企業さんに問いかけるとか、そういう方向で進んでいくとい

うことも、あるということですね。 

【三尾理事】  そのとおりです。 

【黒部理事長】  先ほどのストローサポートという製品については、自前の、いわゆる

基盤研究で研究開発してですね、これをどうしても事業化したいということで、我々のほ

うから、いろいろなチャンネルへ問合せをして、こういうことの製品化に意欲をお持ちの

企業様はありますかということをまずお聞きしました。さらに展示会みたいなところに出

すと、実際にハンディキャップを抱えるお子様の親御さんから、こういうのがぜひ欲しか

ったということで、今買えないのというふうにも言われたりしました。逆に言うと、本当

のお客様のほうの声をお聞きするということもできたということです。そういう意味で言

うと、両方向のチャンネルを持っているつもりなのですけれど、なかなか自分たちの持っ

ている基盤研究がそのまま最終的に製品化に至る率というのは、必ずしも高いわけではな

いというのが、本当のところではないかなと思います。これは私の感想ですけれども。 

【鈴木分科会長】  どうもありがとうございます。 

 ほかに委員の方、どうぞ、豊田委員。 

【豊田委員】  ちょっと私初めて参加するので、ちょっと初歩的な質問で大変恐縮なん

ですけど、自己評価というのは何段階あってですね、どういう基準で選ばれて評価してい

らっしゃるのかとか、あと、製品化、研究開発というところまではあれなんですけど、例

えば出口としての、どのぐらいの社会に受け入れられているかところまでを図っているよ

うなものというのはあるのかなという、ちょっとご質問なんですけれども。 

【片桐部長】  評価については、ＳＡＢＣＤの５段階というふうになってございます。 

 Ｓというのは、我々としては質的にも量的にも、取組として良い、という位置づけです。

基準はＢという形で、Ｂは、通常の業務をやっているよねという形です。我々として、Ｂ

を基準としてやらせていただいているところでございます。 

【黒部理事長】  今の説明は、我々の自己評価の考え方をお伝えしたものです。 

【事務局】  東京都も都としての今後の評価もＳからＤまでの５段階で評価をいたしま

す。Ｓが大幅に上回っている、いわゆる顕著な実績で、Ａが上回って実施をしている、Ｂ

が概ね順調な実施というような、概ねそういった情報になりますので、今まさにおっしゃ
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ったＢが標準といいますか、真ん中というところを基準に産技研のほうは自己評価をつけ

ているという形になります。 

【豊田委員】  具体的に例えば、期待される値に対して、Ｓだと１２０％とか１５０％

というような、そういう数値的なものというのは、特にはないんですか。 

【事務局】  そうですね、いわゆる評価項目ごとに先ほど説明の中でありました、いわ

ゆる何件というようなところがありますので、そこも一つは件数に対してというところが

あるんですが、例えば１.２倍だったらＡ、１.５倍だったらＳというような一律の基準が

あるわけではありませんで、そこの当然、数と、あとはお話の中で出てきた、いわゆる質

というところにも着目をして、都側としては今後評価をしていくというところになります。 

【黒部理事長】  基本的には、ご相談いただくときに、いろいろなフェーズがあります。

例えば、比較的多いのは、これから製品化するときに、製品化の信頼性を確保したいとい

うことで、信頼性の試験をやってほしいという内容と思います。また、製品化するときの

一番最初の段階で、こういうアイデアがあって、うちはこの部分の技術は強いが、この部

分の技術を持っていないので、そこのところを何か教えてくれないかというような、製品

化に持っていくまでのご相談というのも多分あると思います。それから製品化した後に、

不良が出た、不良解析をしてほしいというような、そういうご相談もあるわけです。 

 そういう意味で、研究開発って本当に一筋縄ではいかない話になります。ご相談といっ

たときには、いろいろたくさん出てきてしまうのですけれども、最終的には伴走支援では

ないですけれども、我々が例えば先ほど言った幾つかの例で、最終的にはプロジェクトが

あって、例えば、これを製品化したいと手を挙げていただいたお客様と一緒に共同開発を

します。そうすると、想定では１年後ぐらいに製品化ということを言っていて、お願いし

ているのですけど、必ずしもそうならないケースもございます。それは経営の問題ですの

で、正直言って我々がとやかく言えることではないですし、それからコロナ禍ではないで

すけれども、大きく環境が変わったというケースもあるので、見込み違いだったというこ

とも起こりえます。最終的には、お客様にご判断いただきますので、我々、是が非でも製

品化してくださいとは言えない。それは単純にフォローさせていただいています。 

 公募型共同研究の場合には、共同研究が終わってからフォローアップを５年間行います

が、これは正直、結構大変です。できれば、売上げがどのくらいかとかいうことも聞きた

いですけれども、そういうことは、私が逆の立場だったら言いたくないですよね。なので、

正直言って教えていただける企業様と、教えていただけない企業様とがあります。それか
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ら、実はここでご紹介している写真とかを見ると、これはどこどこの会社と分かると思い

ます。そういうこともあって、お示ししている資料は、全て企業様の了解を得てから載せ

ています。 

 逆に言いますと、こちらとしては掲載したい良い成果と思っても、企業様から、これは

まだ掲載しないでほしいと言われると、我々としては発表報告できないというところもご

ざいます。 

 ですので、ちょっと答えになっていないのですけれども、製品化という意味で言うと、

我々としては、やはり経営がかなり関わってくるので、製品化した後のご相談にも当然で

すけど乗りますし、それから我々が一緒に伴走して開発したものに関しては、後々フォロ

ーさせていただくという体制を取っています。 

 答えになっていますか。 

【豊田委員】  ありがとうございます。大丈夫です。 

【鈴木分科会長】  ほかに。 

【桑田委員】  すみません。私も少し、まだ不勉強なところがあるので、教えていただ

きたいんですけど、今、企業との支援の事業であるということなんですが、そもそもこち

らの産業技術研究センター自身の研究の戦略として、今事業の収益性も見ると、独自に収

益で入ってくるものと、実は運営交付金でぽろっと入ってくるのを見ると、収益ってそん

なに率としては大きくないですよね。 

 ということで、考え方としては、これで何とか単独事業を成立させるというよりは、公

共の場として中小企業を支援するという、そういうポリシーが強いので、あまりもうかり

ますというようなセンスで語られているわけではないというふうには理解はしているんで

すが、その中でいろんな技術、お持ちになっている技術と、中小企業さんとの技術をマッ

チングさせながら世に羽ばたかせていくというようなこともしようとすると、ここに市場

のニーズとかって出てくるんですけれども、この産業技術研究センター自身が研究のシー

ズを育成していくのに研究戦略みたいなものを持たないといけないかなというふうに、つ

いつい思ってしまうんですね。 

 そうすると、今お持ちになっている研究のコアをベースに、例えばもっと違うところを

増やしていくとか、違う研究分野を増やしていくとかというような、議論をする場とか、

意思決定をする場とか、あるいは次はこうしましょうとか、というようなことを事業計画

としておやりになっているのかどうかという辺りが大変気になったのと、そういうチャン
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スと、プラス、中小企業さんのほうでご要望になっているような情報というのを吸い上げ

ていくというのとは、両どもえで動いていかないと、適切なマーケットにキャッチアップ

できていかない気がするんですが、そういう辺りの運営というのは年度を通して、どのよ

うな感じで動かされているんでしょうか。 

【黒部理事長】  基本的には、ボトムアップの部分と、トップダウンの部分とがござい

ます。それから、ボトムアップの部分というのはいろいろあって、その研究者自身が持っ

ている専門性と、それから実際にお会いするお客様からの要望を聞いて、こういうのがい

いな、やるべきだと、あるいは、社会的課題としてそのときに挙がっているプロジェクト

の中で、いろいろとお客様の意見を聞きながら、こういうものを開発すべき、という内容

があります。 

 実はたまたま先ほども言ったように、ストローサポートはそういう形でできています。

本当は脱プラスチックで、ストローは止めるべきだというところですが、でもストローは

見捨てないでというお客様の声も聞き、それはまた実は障害を持った方の要望でもありま

すので、ストローサポートみたいなものの開発も重要であるとして、脱プラスチックのス

トローを開発していた研究者がずっと開発していたものです。やっと製品化されたという

ことで、私は高く評価しています。なので、直接に対応している技術者のいわゆるボトム

アップというのが非常に重要だと思っています。 

 もう一つはトップダウンのほうですが、少し難しいところがございますが、どういうこ

とをやるべきだよねというマクロな議論を内部的には行っています。これは申し訳ないで

すけど、内部的な議論ですので、内容を表には出していませんけれども。 

 そのような議論では、自由に発想して議論できる場を設けて、少しマクロに技術や業界

のトレンドとしてはこんな感じだよね、みたいな議論を行っています。また、部長さんや

その下のレベルのグループ長が感じている技術トレンドを検討して、将来的にこういうよ

うな類いの技術者を採用していくべきではないかみたいな議論もあります。 

 トップダウンで言うと、もう一つはプロジェクト型の技術支援があります。例えばロボ

ットならロボットという技術分野があって、ロボットに必要なソリューションを考えない

といけないですし、あるいはＩｏＴも同じですけれども、それは技術そのものではなくて、

出口のほうから引っ張っていく話となります。出口としてのプロジェクトを議論して、そ

の中でこういう点が足りないですとか、この技術は誰それ研究員が近い、というような議

論を行い、例えば、何々研究部門の彼をこっちに連れてきて、ロボットをやっていただく
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という形もとり得ます。そういう意味で、トップダウン的に、プロジェクトベースで研究

員を引っ張ってくるというケースがあります。 

 また、非常に難しいのは、我々は最終製品を開発しているわけではないことです。例え

ばロボットといっても、ロボットそのものを開発しているわけではなく、ロボットを事業

化しているわけではない点です。 

 実は今回の成果報告の中に、都産技研で開発したロボットの足回りのところを製品化し

ていただいた企業がありました、という例が載っています。この事例にどういう経緯があ

るかというと、一番最初に２０１５年にロボットの事業が始まったときに、我々としてロ

ボットを丸ごとできるわけではないが、中小企業様が来てロボットを作ろうとしたときに、

足回りに関して、標準的なものがあるとすごく良いのではないかと考え、都産技研自ら足

回りを開発したのです。それをベースにして、その上にいろんなものを乗せていくという

考えで。 

 ロボット全体ではなくて、ある部分は作ったら良いのではないかという、そういう戦略

を内部的には議論して、それをベースにして、よろしかったらその上にロボットを作って

くださいねという感じですね。 

 トップダウン的な議論として、プロジェクト型支援であるサーキュラーエコノミーの例

で言えば、これは所内や都庁などとのＳＤＧｓに関する議論に始まります。ＳＤＧｓはそ

の名が示すようにゴールですので、ある意味では、研究所は何をやってもそこに行き着く

よねという結論になってしまいます。そこで、ｈｏｗとしてのＳＤＧｓが欲しいなと思っ

て、我々としてはサーキュラーエコノミーを選びました。そのときに、ではどのような関

連する技術があるのかを、我々も必ずしも全て知っているわけではないので、一度全部お

さらいしてと、お願いしたのです。 

 いろいろ並べてみると、その中でも中小企業様が得意とする技術も出てくるという意味

で、風呂敷を一旦広げてとお願いしました。風呂敷を広げて、その中で具体的に中小企業

様に手を挙げていただくと、どのようなところに興味があるのか、我々としても分かりま

す。そしてこれを進めてゆくことで、こういう方向の戦略があるかもしれないというのが、

もしかすると見えてくるのかもしれないと思っています。 

 ですので、答えになっていないのですけれども、ともかく一筋縄ではいかないなという

のが私の感覚です。 
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また多分、言い方は悪いですけど、上から降ってくる研究テーマだけ行っていると、例

えばロボットだけ研究していると、今のロボットに必要な要素技術は研究するけど、それ

以外のところを行わなくなり、何かほかの技術にトレンドが動いたり、中小企業様から要

求があったときに応えられなくなったりする恐れもあるので、１００％トップダウンとい

うわけにはいかないと考えています。そこで、研究員・研究所としてベースの技術をそれ

なりに持ちつつ、将来の進むべき方向性の議論を内部で盛り上げながら、かつボトムアッ

プで、相談でお持ちいただく分野の技術にも応えていくという、そんな感じのバランスを

取りながらやっているという感じです。ですので、非常に、見えにくいと思います。 

【桑田委員】  すごく大切な、組織のミッション自身が支援をしながらいうところをメ

インにされているので、何かで、もうけましょうとかという話と、ちょっと議論が違うか

なと思ったので、教えていただけるといいかなと思って、ちょっと質問した次第です。よ

く分かりました。ありがとうございます。 

【鈴木分科会長】  ほかに。 

【大橋委員】  一つご意見と、二つご質問がございます。 

 まず意見からお話させていただきます。第四期中期計画の各項目の評価を年度別に教え

ていただければ分かりやすかったかなというのが一つご意見です。 

 質問１点目からさせていただきます。 

 情報セキュリティのインシデントが発生したようなご説明でしたが、具体的な再発防止

策、対応をされていましたらご教授ください。 

【黒部理事長】  最初のご質問、年度別の評価は、記録があります。 

【事務局】  ただいま投影をいたします。産業技術研究センターのいわゆる自己評価と

いうよりは、都の評価のページになりますので、こちらを今、表示をさせていただきます。 

【黒部理事長】  ご質問の、情報セキュリティのインシデントについては、誤送付の件

ですよね。 

【川久保部長】  インシデントがあったとは説明しなかったのですが、そうですね、メ

ールの誤送付の過去の事故事例の推定原因と再発防止策を追記したというところですね。 

【黒部理事長】  これはなかなか悩ましくて、ウェブなどで検索すると、誤送信対策と

か書いてあるのですけれど、なかなか難しい。 

 どういうことかというと、例えば、誰かさんにメールを送るときに、アドレスをタイプ

しますと、ざっと候補者リストが出てくるじゃないですか。クリックして送信先を選択し
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ますが、同じ名前の人が別の会社にいたりすると、間違った人が送信対象に入ってしまう

というのがあったりしました。 

 先にこちら、過去の評価について説明しますか。見ていただくと分かるのですけど、去

年の業務実績評価書というものがございまして、その中の一番最初のほうに載っています。

今、Ｒ５年度ですので、今年は３番目ですね。同じ項目に対して、２種類評価の記載があ

って、ここに書いてあるＡ、ＢとかＳとかというのは、最終的に決定したものです。今回、

我々が自己評価で出させていただいたものを、最終的に評価していただいて、その結果が

この表に載るということになります。 

 ですので、基本的にこれはお配りしているのですよね。 

【事務局】  こちらはホームページにも公表されておりまして、こちらが今、令和４年

度となっておりますけれども、令和５年度の評価をした際に、この右側にもう１列増えて

いくというような形になっております。 

 事項別の評価をどのようにするのかというところにつきましては、また委員の皆様には

別途私ども東京都のほうからお時間いただいてご相談を差し上げて、この評価結果を最終

的には知事が評価をするということになっておりますので、この表を決定後公表していく

という形の流れになっております。 

【大橋委員】  ありがとうございました。 

【黒部理事長】  それから、もう一つの、先ほど中途半端な説明でした情報セキュリテ

ィの話で、誤送信というのがございまして、これは正直言って、１回や２回ではなく、３

回ぐらいはあったような気がしますけども、それは、そのたびごとに誤送信したお客様の

ところに全部問合せをして、メールを消してもらうのは当然ですけど、謝罪をして、問題

ないことの確認は行っています。 

 それで、幾つか対策として、基本的にはメールを特に対外的なところに送るときには、

すぐに送れない仕組みにしています。所外に送りますけどいいですかというアイコンが出

るようにして、かつ、送った後に、１０分間、内部にホールドしています。その間に気が

つけば、メールを送らないで取り消せるような仕組みを導入しています。 

 それからもう一つは、対外的に送るときには、必ず自分の上司、あるいは同僚にそのメ

ールを見てもらうというルールにしています。特に対外的にメールを送るというところは

部署が決まっているものですから、その部署に関しては特に注意して、送るときには必ず

自分の上司なり、同僚が内容を確認してから送るという、そういうルールにしています。 
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 最近は幸い、なくなっております。現場には、ある意味負担もかけているんですけれど

も。また、エラーが起こった事例というのは、内部で、こういう事情でこういうことが起

こりましたということを周知しています。ですので、実際、外部にメールを送るときには

そういう大変なことがあったなと、各自にまず認識してもらうのが大切かなと私自身は思

っています。まずそれを認識しながら、かつ、人的なエラーはどうしても起こってしまう

ので、それを抑えるような仕組みにするという体制を取っています。 

【三尾理事】  ダイジェスト版の項目２０の下の右側にありますが、職員の意識を向上

させる取組の一つとして、コンプライアンスガイドというものを内部向けに作っておりま

して、この中に先ほどのメール誤送信の事例を新たに追記して、こういう原因でこういう

ことが起きたから、こういうことに注意しましょうね、というような内容を追加しました。

こういう改訂を、毎年、毎年ではないですかね、折を見て行っていって、職員の意識を高

めるという取組はさせていただいております。 

【大橋委員】  ありがとうございます。 

 では２点目です。職員の方への研修がより充実しているようですが、理解度、浸透度を

図るようなアンケートは、実施されているか、ご教示ください。 

【黒部理事長】  単純には、実施していますという回答になります。最終的にはシステ

ムにアクセスして、アンケートに回答しないと研修が終了したことにならないようになっ

ています。 

【三尾理事】  理解度テストというものが含まれている研修もかなりありまして、８０

点以上でないと、終わらないというようなものもございます。 

【大橋委員】  分かりました。ありがとうございます。 

【鈴木分科会長】  大橋委員、ありがとうございます。 

【宮川委員】  中小企業を代表としまして、ちょっとご質問というか、私も初めて今日

参加したので勉強不足なんですけれども、報告を伺って、ちょっと思ったのは自己評価説

明プラス、今の現状の問題点みたいなものが全く出てこない、いいところが出てきてしま

うんですけど、自己評価だからしようがないんですけど、問題点は必ずあって、それを次

によくしていくという、改善していくというのは、企業もこちらも同じじゃないかなと思

うので、その辺が入っていると、もっと先々にいいのかなというふうに思いました。 
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 ここからは、ちょっと中小企業の、うちは製造業、表面処理をやっていますので、私も

二十何年そこにいるんですが、都産技研の名前は知っているんですが、とてもハードルが

高いイメージが今もあります。 

 ちょっとそこについて伺いたいんですけれども、基本的に、一番私がぱっと都産技研で

思うことは、何か検査機器のちょっと高くて買えないものを、当社は大田区なので、例え

ばＰｉＯへ行って、ちょっと使わせてもらうみたいなところのイメージというのがあるん

ですが、そういうものを借りて検査させていただく、あるいは、さっき出ていた技術相談

のところになると思うんですけれども、技術相談で先ほどお話の中で、基本的に困り事と

して入っていくという話でしたよね。中小企業の立場から言えば、社内に研究開発チーム

をしっかり持つというのは、まず無理なんですね。すごくお金がかかってしまって、ただ、

エンドユーザーさん、お客様からは、今の品質管理はいいけれども、もうちょっとこうし

てもらいたいと言われると、イコールそれは困り事になってくるというところなんですよ

ね。 

 この困り事と御社、こちらがやっている研究開発と、どうマッチングさせていけるのか、

もう無理ですという判断をするのか、その辺というのは今どの辺りの方がどんなふうに対

応されているのかなというのを聞きたいです。 

【三尾理事】  その意味では、説明した中で簡単に触れていたのですけれども、総合支

援窓口というのが、この本部の中にございます。そこは電話でもご来所でも、それからウ

ェブホームからでも、あるいはメールでもお受けしますという、いろいろなアクセス方法

を設けることで、まずハードルを少しずつ下げようという努力をしています。また、お困

り事に関しては、もうとにかく何でも良いからお受けします。そこから、それはどういう

状況ですかというやり取り、キャッチボールを繰り返していって、本当の問題の本質のと

ころにたどり着くまで行って、そこから、ではこういう試験をやりましょうですとか、こ

ういうのはやはり共同で研究開発しないと難しいですなど、そういう判断について、私ど

もの研究員が一緒になって考えさせていただいています。 

【宮川委員】  そうすると、１社として一人は対応、担当がついて、研究者がつくとい

う形になるんですか。 

【三尾理事】  いや、その内容に応じて、いろいろな分野の複数の研究員がつくことも

あります。その意味では、本当にこれしか分かりません、というようなことはあまりない

ように、我々としても努力しております。 
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【宮川委員】  そこの最初の相談窓口に立つ方はオールマイティーで、ある程度慣れて

いる方。 

【三尾理事】  そうです。ベテランの方を配置しております。 

【黒部理事長】  少なくとも誰につなげばいいというのは分かる者を。 

【宮川委員】  分かる、じゃあ、そういう研修をされている。 

【黒部理事長】  先ほど、全員にスマホを配りましたと説明がありましたが、全員にス

マホを配布する必要があるのです。お客様から問合せがあったとき、研究者に転送できる

ようにしていて、ご相談しています。 

【宮川委員】  なるほど。そうすると、一度その困り事をこちら側が受けて、そういう

担当の方とお話をして、進められる、進められないという結果を、またそちらにフィード

バックというような流れですか。 

【三尾理事】  そうなります。 

【黒部理事長】  もう少しやるべきだという部分があると思っていまして、若い研究員

が何年かしてそれなりに成熟したあと、ある程度目利きができるようになった研究員を、

中小企業に半年とか１年とか、通常とは逆方向の研修に出したいと思っています。すごく

勉強になるじゃないですか。こういう研修をしたらと内部で話したら、コロナ禍前、昔は、

もっとしていたと言われました。実際問題、例えば、ある企業様のところに行って、こう

いう問題がありますねという形で、それを解決するために、実際に工場を見させていただ

くことも考えています。あまり具体的に言えませんが、そういうケースもございます。一

番最初に、これに困っているからとご相談いただいて、ちょっと現場を見させてください

というケースもあるからです。 

 私自身は、そんなに昔からこの都産技研にいるわけではないので、精通しているわけで

はないのですけれども、やはり、技術者、対応する人に、ある程度ばらつきみたいなもの

というのは正直言ってあると思いますので、それを底上げしなければいけないと考えてい

ます。 

 先ほどの最初に課題があるとのご指摘は、まさにそのとおりで、どこの組織でも同じだ

と思います。あまりここで課題をお話しするわけには、いかないのですけれど、正直言っ

て申し訳ないですけれど、東京都のフォローも厳しくなりますので。 

 とはいえ課題としては、人の育成は物すごく大事だと思っていまして、さっき言ったみ

たいに、何年か経ったら、やはり半年ぐらいは現場を知らないと、しっかりとしたことが
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言えないと思っています。中小企業様にも、いろいろな現場がありますので。そういう意

味でいうと、例えばこの分野の人で、こういう専門性があったら、ここら辺のところの中

小企業様で受け入れていただいて、丁稚奉公するとかですね、そういうことは昔おこなっ

ていたので、再開しようと話をしています。それは人材育成の一環として私は見ています。

人材育成というのはずっと課題だと思っています。 

 都産技研の事業をやる上で、我々はいなくてもいいですけど、研究者はいないと話にな

りませんし、事業ができない、ということをベースに思っています。そういう問題意識も

あって、さっき入社３年目の発表会という話をしました。中堅クラスでは、入ってきた下

も育てながら、自分も専門性を上げていかなければいけないですし、また、そういう人が、

ある意味で物すごく技術としてのマネジメントというか、技術者としてむちゃくちゃ優秀

でも、組織としてのラインのヘッドを行うというのは別の問題になります。でも逆に言う

と、そのような人、技術者を大事にしなければいけないということで、複線の人事制度を

つくったりとかしました。 

 私自身は、一番の問題というか、重要なこととして、研究者、技術者の育成と、それか

らその人たちの将来のキャリアをどう描いてあげるかということが一番大事だというふう

に思っています。 

【宮川委員】  その研究者を生かすためにも、中小企業は意外と大企業からの外注先と

して対応するので、外に向かって、グローバルに向かって、どのぐらい技術を出せるかと

いうところが結構中小企業は持っているんですが、研究開発の人を持っていないために、

海外と戦うと負けてしまうということがたくさんあって、そこの部分を都産技研が担えれ

ば、すごく、そもそも日本の製造業ってすばらしい生み出す力を持っているんですが、や

っぱりそこはとても弱いんですよね。 

 ある程度サイズが大きくならないとできないという問題があるので、私はそこがもっと

うまく連携が取れて、世界に出ていけるようになると、日本の製造業はもっと強くなれる

し、ドイツに負けずに、今も負けないで日本は頑張っていると思うんですが、できるんじ

ゃないかなというところで、期待するところかなと思って聞いておりました。 

【三尾理事】  それについては、私どもの研究員には、海外へ研究発表に行ったりとい

うことも奨励してやらせておりますし、そういうところと、実際に企業様ともお付き合い

をして、間を取り持つチャンスをいつも狙うように指導しているところでございます。 

【宮川委員】  もう少しアナウンスを中小企業に向けて。 
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【三尾理事】  いただいたようなご相談事というのは、実はものすごく多いのです。本

当は、ウェブサイトにこんなご相談事例がございますよと、たくさん載せたいのですが、

やっぱりお客様から公開の許可が出ませんので。 

【宮川委員】  そうですね。それは難しい、活用されると困る。 

【三尾理事】  活用事例集というのを毎年出しているのですが、そこでも２０件ほどし

か載せられません。そういった事例集を見ていただき、こういうことを相談すればこうい

う製品化につながっているんだなというのを、少しずつでも、表に出していって、参考に

していていただければと思っている次第でございます。 

【宮川委員】  「ｎｏｔｅ」と、あと展示会じゃ全然弱い。 

【片桐部長】  信金の金融機関の方とも、我々すごく連携して、金融機関の方に、産技

研の利用するための名刺サイズのカードを渡しております。企業と一番コンタクトのある、

そういう銀行の方とかに我々を知っていただいて、何かお困り事があるよとなれば、そこ

から我々のほうに相談が来るみたいな流れもつくっておりまして、そういうところからハ

ードルを下げるという活動もさせていただいています。 

【宮川委員】  でも信金となると、ちょっとやっぱり相当小さいレベルの会社になっち

ゃうんですよね。 

【片桐部長】  通常の金融機関でも大丈夫ですけれど。 

【宮川委員】  なので、もうちょっと大きなサイズで、私は振興公社さんをもっと使う

べきだというふうには思います。振興公社さんが出している機関紙みたいなのとか、商工

会もいいとは思いますけど、そういうところ。 

【黒部理事長】  逆の宣伝ですが、我々のところの１階に行くと、中小企業振興公社様

のパンフレットが山のようにあります。残念ながら、あまり目立たないですね。 

【宮川委員】  結構でも、そうですね、どうやってアピールするかというところは。 

【黒部理事長】  なかなか難しいと思います。 

【宮川委員】  そうですね。あるかなと思いますけど。 

【黒部理事長】  今の話で言うと、私自身はいわゆる大企業から来ていますけれども、

いわゆる大企業の研究所に居て、これ製品化してもらいたいなと思って開発したものとか

が、結構ポシャっています。経営の問題は当然あるし、それから、この事業部門でやって

ほしいと思っても、事業部のほうが火だるまになるとですね、なかなか難しいですよね。

投資してくれないし、ピックアップしてくれないです。 
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 なので、もう半分以上は、技術の問題ではないと私は思っています。このようなことを、

社長の皆様を目の前にして言うのもなんですが。なので、両方の問題なんですよね。 

【宮川委員】  だから本当にパシっとうまくかみ合うのは、もう１００件に１件とかか

もしれないですね。でも、それを拾っていかないと、やっぱりいっぱい宝が眠っているか

もしれない。 

【黒部理事長】  実は人材育成の件にもあるのですけれど、若い技術者にそれを言って

も、全然、ピンと来ないと思います。でもやっぱり、ある程度経験を積んで、いろんな事

業化の失敗事例とか、成功事例とかも、ある程度見えてきたような人は、だんだん分かり

ますよね。 

 私は、いわゆる大企業にいて思いましたけど、やっぱり事業が回らなかったら研究開発

どころではないです。先々のお金が出てこないから、次の投資に回らないので、まずは今

の事業を何とかしなければいけないとなります。でも、１割ぐらいは少し、先々のことを

やるかみたいな感覚とか、それは経営者の方によって大分違うと思うのですけども、両方

とも当然つながっている話です。 

実は、現場を見てもらうという、中小企業にダイレクトに行ってもらうということには、

そういう意味も大きいです。 

 いわゆる自分の技術がどういうふうにビジネスになっていくかということを、肌感覚で

実際の技術者、研究員の方が理解する。そういうこともあると、多分、研究員も、中小企

業振興公社様でどういう支援を行っていますとか、経営のほうのサポートのほうも、だん

だんピックアップしていくと思うんですね。 

 なので、実際に今も行っていると思いますけれども、「そういう内容でしたら、例えば

中小企業振興公社様のこの支援事業に応募したらどうですか」など、そういうご案内もあ

る程度できる研究者の方もおります。そこは多少当たり外れがあると思いますが。 

【宮川委員】  私も５Ｇ、東京都のほうを使わせていただいてやったりとかしています

ので、やっぱり自前で全部設備投資はできないので、やっぱり補助金というところにいき

ますので、そうすると、東京都さん、振興公社さんとかを使って産技研も絡めてというと、

意外ときちんとしたものができていくようなイメージはつきましたけど。 

 ありがとうございます。 

【鈴木分科会長】  大分議論がかみ合ってきたんですけれども、時間が押しております

ので、これで報告を終了といたします。ご説明ありがとうございました。 
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 以上で審議事項を終了といたします。 

 次に、その他として評価の進め方、今後の日程について事務局からご説明をお願いいた

します。 

【事務局】  では最後に、事務局から今後の評価の進め方と、今後の日程について説明

をさせていただきます。 

 まず、評価の進め方についてですが、資料４をご覧ください。 

【事務局】  東京都において、東京都の評価案を作成し、７月上旬に委員の先生に、東

京都の評価案について説明させていただきます。 

 その後、７月中旬の第３回の分科会において評価案についてご審議いただき、分科会の

意見を確定するという流れになっております。 

 分科会での評価意見を踏まえ、東京都において再度評価を検討し、知事へ諮り、８月下

旬頃に評価を決定いたします。その後、９月に議会へ評価結果について報告する流れにな

っております。 

 続きまして、今年度の分科会の日程です。 

 資料５をご覧ください。 委員の皆様には、日程のご連絡をさせていただいております

が、７月９日及び１１日に持ち回りで第２回分科会を行います。その後、７月２５日に評

価意見を確定する第３回分科会を開催いたしまして、令和５年度の評価に関する分科会は

終了となります。 

 年度末の第４回分科会において、来年度の計画案について都産技研からご報告していた

だく流れになっております。 

 このほか適宜、案件の追加がある場合や、評価委員会の全体会である親会が開催される

場合がございますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 事務局からは以上になります。 

【鈴木分科会長】  ただいまの事務局からの説明について、ご質問等はありますでしょ

うか。 

（「なし」の声あり） 

【鈴木分科会長】  ないようでしたら、これで令和６年度第１回試験研究分科会を閉会

いたします。 

 本日はどうもありがとうございました。 
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午前１１時３７分 閉会 

 

――了―― 

 


